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明治初年の陸運における共同企業
ー陸運元会社関係資料を中心にして一
?
JI I 正 幸
はじめに
ここに述べようとする明治初期におけるわが国の陸運業については，すでに
黒羽兵治郎教授をはじめニ・三の論稿があり，近年では土屋喬雄教授監修•安
藤良雄教授編集になる日本通運株式会社史に詳細に述べられており，もはや残
された問題はないともいえる状態で，まさに屋上屋を架すがような愚案である
といわれるかもしれない。しかしながら，あえてそのような愚考をなさんとす
るの意図は，わが国の運輸・交通業の近代化の過程で，陸運業あるいは運送取
扱業があゆんだ歴史は，企業組織においては共同企業形態をとり，しかもこれ
を企業主体の面からみるなれば公私合同企業から私企業へと移行していった過
程をもっている。 しかも他企業にくらべてその移行は比較的に早くなしとげ
ている。
いうところの共同企業ないしは公私合同企業形態とは，現在の意味における
解釈によるものであって，共同企業形態は，もっとも典型的には会社，その他
組合・匿名組合，船舶共有等をも含んでの意味である。この概念を徳川時代中
期以降の運輸・ 交通業にあてはめるなれば，海運では菱垣・樽両廻船業におい
ては，荷主団体が船舶を共有し経営にあたり，あるいは荷主・廻漕（船積）問
屋が廻船加入という形で経営に参加し，しかも営利を目的にし，徳用金の配分
にあずかり，海損および損失の分担もなした点から，それらが前期的性格をも
っていたとしても，すでに共同企業形態をとっていたといえるであろう。とこ
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ろが陸運においては，必ずしもそうではなく，企業の主体・組織の両面からみ
て，宿駅・伝馬・助郷は，あえていうなら公私合同の組織をもってはいたが企
業とはいいがたい。すなわち公用優先の継立てで，労務は分担しても利益の追
求・配分はなく，強い行政的監督下におかれていた。ただ飛脚業については，
宿駅とは多少事情をことにしている。したがって陸運業において共同企業とし
ての形態がみられるのは，陸運会社・陸運元会社が設立されてからのことであ
る。
それは明治政府が，西欧の制度にならって会社企業形態を移植し，為替会社
・通商会社を手はじめに，地方商社および各種の共同企業を育成しようと努力
し，あるいは資本融通の不便を解消して経済の成長をはかるべ<,国立銀行条
例を発布して合本組織による企業の定型を示すにいたった間の一連の試行錯誤
の過程であったといえるであろう。これを陸運会社ならびに陸運元会社につい
てみるとき，その企業形態および性格はどのようなものであったかを考察しつ
っ，従来の研究ならびに史料を整理し，今後の研究に備えるつもりである。
したがって後半の記述が史料紹介のかたちになるが，それらの史料は容易に
見出されるもののようであるにもかかわらず，その全文をのせるものは皆無と
思われる状態なので，あえて紙面を戴き収録することとした。大方の御容許を
お願いする次第である。
1 明治初年の陸運事情
慶応 3年10月15日，大政が奉還された後，新政府は政務緊急事の一つとして
陸運の問題を考えなければならなかった。とはいってもこの問題に対して政府
がなんらか確定した方針あるいは施策をもっていたわけではない。すなわち同
月20日徳川慶喜公より， “召集の諸侯上京まで臨時取計向伺の条々 ff(1) 8カ条
の中で，陸上交通について，
1 五街道脇往還宿々人馬之儀。先是迄之通被二成置ー候儀に御座候はゞ。其段
御両役より御国中え。御触達に相成候儀に可浄有レ之哉。
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と伺いがたてられたが即答しえず，これまで通りの回答しか与えられなかっ
た。そこで重ねて，同月23日(2)に，
並五街道人馬之儀。御規則相立候迄は，是迄之通たるべき旨。両役より諸大
名え。御触達相成候儀と奉レ存候得共。為レ念此段猶又奉レ伺侯。
と念おしがなされたところ， 26日(3)になって，
両条是迄之通。自二幕府＿触示。自二両役ー不二相触ー候事。
さらに29日(4)に，
1 御政事向之儀に付。今般被二仰出ー候趣も有必之候処。五街道並脇往還とも。
人馬賃銭払方等之儀。追て御規則相立候迄。是迄之通たるぺき旨。
が回答されたような状態であった。新政府にとっては，無理からぬことであ
ったが，まったくこの問題については準備をかいていた。しかもこのことは，
この後，諸種の官制が改められ，駅逓に関する事項を所管する官制が確定して
も，基本的には旧制が踏襲され，臨機応変の措置しかこおぜられないで，幾多
の弊害と混乱を生ずる起因となった。たとえば，助郷制についてみても，慶応
3年10月にはその課役を当分の間廃止との線を打出しておきながら，明治元年
には(5) 「天下之公課」として「海内一般助郷課役の令」 (6)を発布しなければ
ならなかったような情勢であった。
宿駅制度の改革，駅法の改正等についての詳細を述べることは省略し，慶応
3年10月から，明治8年3月，陸運会社解散にいたるまでの間の駅逓に関する
主要事項のみを整理し，年表の様式によって，これをあげることによってかえ
よう。 (7)
慶応3年10月 各種の助郷課役を当分の間廃止した。
0駅法を改定し，無賃人馬および木銭米代の止宿を廃止した。
同 12月 明治維新の大改革が遂され，駅逓規則が公布された。
明治元年 1月 諸国水陸運輸駅路の事務は，内国事務総督の所管となった。
同 2月 三職（総裁，議定，参与），八局（総務局および神祇・内国・外国・
軍防・会計・刑法・制度の各事務局）の制度が設けられ，運輸駅路
237 
502 関西大學『網済諭集』第15巻第4.5. 6合併号
の事務は内国事務局と所管となった。
〇五畿内・七道の各駅所に令し，賃銭跡払いの人馬を出すことを
禁じた。
同 3月 助郷課役を改め，これを全国一般に課することとし，箱紳寺院
等旅行の人馬は，あらかじめ民政役所に届け出ることとした。
同 4月 京都に宿駅役所を設置し，諸道駅逓のことをつかさどらせた。
0人馬賃銭を正徳の元賃銭の6.5倍増しとした。元賃銭人足 1人
1里20文→154文になった。
〇定助郷および各種の助郷名目を廃止し，各駅付属助郷を定め
た。助郷諸村は村高から引き高を除いた残高の4分を基準にし
て助郷人馬を出すこととした。
〇旅客の人馬駄賃帳は京都宿駅役所の勘合印を受けなければなら
ないことになった。
同 開4月 三職八局の制度を廃止し，あらたに七官（七科ー総裁・副総裁，
海陸軍務科，神祇・内国・外国・会計・刑法・制度の各事務科～総督一
事務掛）を設け，会計官中に駅逓司がおかれた。
同 5月 諸国街道筋の関所・番所を停止した。
〇物価騰貴と交通量の増加により駅所助郷の窮乏はなはなだし，
よって助郷課役を平等にすることを命じた。
同 6月 諸国の人馬渡船賃の増額を許した。
〇伏見駅の付け出し人馬，守口駅の人夫逓伝を廃止し，助郷をし
てこれにかえた。
〇京都伝馬所を設け， 13万石の助郷を付属せしめた。
〇諸駅助郷の編成を改革し，駅吏・助郷総代の名称を伝馬所取締
役と改めた。
同 7月 人夫 1人の荷担量5貫を 7貫に改めた。
0各地の信書逓送の制を定めた。
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〇相対賃銭の不当に高額になることを戒めた。
同 9月 あらたに駅逓規則を定め，駅逓の法則はすべて駅逓司が確定す
ることとした。
明治 2年4月 民部官がおかれ，駅逓司はその所管となる。同 5月京都駅逓司
廃止さる。したがって京都発の官吏・諸家・社寺等の旅行の官
許印は京都府の印鑑を請受することになった。
同 7月 民部官をあらため民部省となり，駅逓司はこれに属することに
なった。
〇各駅付属の助郷村の定賃銭が人馬実費を償なうに足らずとし，
米価と比較してこれを定めるよう命じた。
同 8月 民部・大蔵両省を合併して民部大蔵省となった。
同 9月 東京・京都間人夫 1人雇賃金 3両2分となった。
同 11月 あらたに36丁=1里の里程の制を定めた。
同 12月 諸道人夫賃銭を改正した。 ． 
〇京浜間の電信が開通した。
明治3年1月 諸道の貫目改所の制を定めた。
〇駅法改正・郵伝規則を定めた。
〇府藩県に布令て，諸逍付属助郷を廃し，期間中課役につかなか
った村に，その遺欠を補なわしめた。
同 4月 諸道駅伝助郷人馬の制を定めた。
同 5月 官吏を東海道各駅に派遣して，人馬逓伝会社の設立を勧めた。
〇京浜間に乗合馬車が開業した。
同 7月 民部大蔵省を二分し，駅逓司は民部省所管となった。
同 9月 東京から上州高崎へ運送馬車が開業した。
同 10月 京都・大阪・東京間の陸地逓送公用物を蒸気船廻漕会社に托し
輸送させた。
〇この年京浜間鉄道建設事業が起工された。 (3月25日）
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明治4年 1月 新式郵便制度を実施した。
同 4月 各府県に命じ，橋梁の築造，渡船の造船をなさしめた。
同 5月 陸運会社規則を定め，駅逓寮官吏を各駅所に派遣し，会社設立
の主旨を告諭せしめた。
同 7月 駅法を改正し，人馬賃銭は物価との比較により定めることと
し，逓伝請負の投票を命じた。
0高掛りの伝馬宿入用米の徴収を廃止した。
〇東海道各駅の相対逓伝請願をいれ，陸運会社の開業を許した。
同 10月 京都府および名古屋・静岡・膳所・桑名・豊橋・亀山・小田原
• 岡崎・水ロ・刈谷・淀・品川・神奈川・韮山・度会・大津・
堺の17県管下に陸運会社が創立された。
同 12月 東海道各駅伝馬所を廃止し，各駅付属助郷も廃止された。
明治5年 1月 公用旅行はすべて陸運会社により，相対賃銭を支払うことにな
った。
〇旧彦根・大津両県管下に陸運会社が創立された。
同 2月 筑摩・名古屋・石川の 3県管下に陸運会社創立される。
同 3月 改正増補郵便規則を発布し，外国郵便物発行の緒を開いた。
〇京都府および長野・ 犬上・足柄• 浜松の4県管下に陸運会社が
創立された。
同 4月 大阪府および犬上・堺・和歌山・足羽・彦根・度会・安濃津・
名古屋・神奈川・岡山• 愛知・福岡・栃木・山梨・旧朝日山・
滋賀・長野・筑摩・岐阜・柏崎の20県管下に陸運会社が創立さ
れた。
〇三都定飛脚仲間古川市兵衛・村井弥兵衛・西村仁三郎• 吉村基
兵衛らが陸運元会社の創立を請願した。
5月 東京府・京都府および浜松・旧庭瀬・旧小菅• 愛知・犬上・滋
賀・足羽の 7県管下に陸運会社が創立された。
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同 6月 古川市兵衛らの陸運元会社設立につき，各駅に派出してその聯
合を勧奨することを許された。
0大阪府および足羽• 岡山• 愛知・埼玉・犬上・長野・栃木・宇
都宮・旧伊万里・堺・足柄•福岡・群馬・山梨の14県管下に陸
運会社が創立された。
同 7月 伝馬所・助郷の廃止にもカバわらず，依然として旧式によるも
のあり， 8月以降これら一切の課役を廃止し，米金の支給を止
め，業を続けるものは会社へ聯合するか相対人馬継立所を設置
するかによることを命じた。
〇東京・京都・大阪 3府および北条・宇都宮・栃木・群馬・埼玉
・七尾・山梨・ 入間・静岡・新川・神奈川• 長野・犬上・秋田
・滋賀•福島・兵庫の17県管下に陸運会社が創立された。
同 8月 陸運元会社総代人佐々木荘助ら東海道を巡回し，陸運会社・元
会社の聯合をはかった。
0加賀国金沢町に北陸道陸運元会社が創立された。
〇筑摩・山梨・奈良・豊岡・石川・鳥取・新治・大分・秋田・柏
崎・ 和歌山・静岡・宮城・群馬の14県管下に陸運会社が創立さ
れた。
同 9月 大阪府および静岡• 島根・足柄・茨城・福島・岩手・栃木・大
分・若松・酒田・新川・置賜・白河・兵庫・新潟・宇都宮・旧
七尾•長野• 福岡・奈良の20県管下に陸運会社が創立された。
同 10月 大阪陸運元会社総代大森総右衛門ら西海道・南海道の各駅を巡
回し，その聯合を謀った。
〇陸運会社が旧伝馬所の負債を負担することを禁じた。
〇犬上・佐賀・名東・山梨・奈良・足柄• 印幡・敦賀・宇都宮・
水沢・秋田・山ロ・木更津の13県管下に陸運会社が創立され
た。
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同 11月 陸運元会社の定めた全国普通貨物および金銀逓送賃銭通則が認
可された。
0山梨・兵庫・ 長野• 宮城の 4県管下に陸運会社が創立された。
明治6年 1月 全国の陸運会社・相対逓伝所に他駅発の人馬から勿Il銭をとるこ
とを禁じた。
〇犬上・群馬・神山・滋賀・長野・奈良・敦賀・茨城の 8県管下
に陸運会社が創立された。
同 2月 飛脚と称し，ひそかに物貨送運の業を営むことを禁じ陸連元会
社へ加入または合併することを命じた。
〇神奈川• 島根・山梨・三重・豊岡・新潟・広島・三瀦• 山口の
9県下に陸運会社が創立された。
同 3月 陸運元会社は社員を九州・四国・山陰地方に派遣し，社員を募
集した。
〇京都府および印幡・若松・置賜・青森• 新治・長野・神山の 7
県管下に陸運会社が創立された。
同 4月 浜田県管下に陸運会社が創立された。
同 7月 静岡県管下に陸運会社が創立された。
同 8月 陸運元会社入社規則を定めた。
同 9月 陸運元会社，陸羽海道下総国猿島郡境町で水陸漕運を開業し
た。
0大阪府管下に陸運会社が創立された。
同 11月 大阪・京都両府管下に陸運会社が創立された。
〇陸運元会社，陸羽道中を巡回し入社を勧誘した。
同 12月 置賜県管下に陸運会社が創立された。
明治 7年 1月 諸国陸運元会社と北陸道陸運元会社が合併した。
〇熊谷県管下に陸運会社が創立された。
同 2月 長野・ 栃木両県下に陸運会社が創立された。
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同 3月 陸運元会社は仙台・山形間の運輸の法を定めた。
0また利根川・荒川 鬼怒川の物貨漕運のために，東京府下小網
町に仮出張所を設けた。
同 4月 陸運元会社が諸物貨取扱規則を定めた。
同 5月 大阪・神戸間に鉄道が開通した。
明治8年2月 陸運元会社は社名を内国通運会社と改めた。
〇諸国の陸運会社に対し， 5月限りに解散を命じた。
同 5月 各地陸運会社を解散し，内国通運会社に荷物逓伝を許可する。
註(1) 経済雑誌社刊，続徳川実紀第5巻 p.1455 
(2) 同書 p.1463 
(3) 同書 p.1464・ 
(4) 同書 p.1467 
(5) 駅逓志稿 p.429 
(6) 同書 p.439 
(7) 主として駅逓志稿，鴻爪痕による
2 陸運会社の性格
明治3年5月，政府は「宿駅人馬相対継立会社取建之趣意説諭振」 (1) を決
定し，懸案の陸上輸送の大改革の方向を決定した。これは従来，江戸時代の旧
制を踏襲し，駅逓の制は行政機構の一部として管理されていたのを，沿道各駅
に私的継立会社を設立して陸上輸送の困難を緩和しようとする一種の行政指導
書であった。 「説諭振」の内容については性格のあいまいさに対して後述する
ように，政府内部においても強硬な反論があり，また実際にはこの「説諭振」
による私的継立会社にまでいたらなかった。ようやく明治4年5月，この「説
諭振」の内容をいっそう具体化した「陸運会社規則案」が作成され，陸上輸送
の私企業化の方針がうけつがれた。
政府は， 「各駅相対逓伝会社設立ノ廟議既二決」(2)されるにしたがい，駅逓
司を沿道各駅に派遣して，会社の設立についての説明をなさしめた。
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駅逓局の記録Ca)によると，
駅逓局記録〇按スルニ同書二，当時人民未会社ノ何物クルヲ解セス，依テ駅逓司官
吏ヲ発シテ各駅二説諭セシム，然二官吏モ亦其会社ノ性質ヲ明解スルモノ少ナシ，故
二予其告諭スヘキ条款ヲ定メテ，以テ之ヲ其巡駅ノ官吏二授ク，其内定ノ条款二云。
凡会社ナルモノハ世人ノ所謂仲間ニシテ，一致協同其規約ヲ定テ以テ其業ヲ営ムモノ
ヲ云，市井職エノ仲間皆其規約アッテ年番・月番頭等ヲ定ムルカ如シ。但其異ナル所
ノモノハ，其官庁ノ准允ヲ得ルト否サルトニ在）レノミ。
抑旅行・通信・運輸ノ三項ハ，共二邦家ノ重事ニシテ，一国ノ智富其通塞二関ラサ
ルモノナシ。
然二我国従来駅法整粛ナラサルヲ以テ，徒二人民ノ窮苦ヲ致シ，積弊ノ久キ殆匡救
スヘカラサルニ至ル，邦国ノ衰頗蓋之ヨリ甚キハアラス。今朝廷深ク之ヲ憐ミ，悉ク
其旧制ヲ廃シ，毎駅会社ヲ設立シ，馬丁伝夫卜雖トモ皆其社中二編入シ，以テ其業ヲ
営マシム。各駅宜ク此旨ヲ体シ勉テ自他ノ便益ヲ謀ルヘシ。
抑会社ヲ創立シ其組合ノ制法ヲ定ムルハ，共二人民ノ本務ニシテ官命二従テ然）レモ
ノニアラス，政府ハ唯其准允ヲ与ルニ止ルノミ。今其概略ヲ示サハ，各駅駅長及財産
名望アルモノ相共二結合シ，其中一人ヲ撰テ肝煎トナシ。且其直実精勤ノモノヲ撰テ
其役員二充シメ以テ会社ノ永続ヲ謀ルヘシ，又各駅ー場ヲ設ケ，人馬相対継立会社ト
記セル招標ヲ掲ケ，会社ノ役員皆此処二会メ，其人馬逓伝ヲ指揮シ，其簿記ヲ精確二
シ，他日ノ紛擾ヲ遺ス勿レ。
凡会社二列スル者ハ，上旨及会社ノ制法ヲ遵守シ，行旅ノ便益ヲ旨トシ，風雨卜雖
トモ皆定制ノ賃銭ヲ以テ之ヲ逓伝シ，猥二路人二就テ増銭及買路銭等ヲ要求スル等ノ
悪弊ヲ除クヘシ，又駅夫等ヲシテ路次相対ヲ以テ馬輿逓伝ノ業ヲナスヲ禁スヘシ，此
等或ハ其厳制二過ルノ嫌ナキニ非スト雖トモ，従来世人ヲシテ路駅ハ虎狼ノ巣窟卜想
ハシムルニ勝ランカ，其使用スル所ノ駅夫等二会社ノ鑑札ヲ附与シ，且其順番ヲ定メ
テ風雨ノ日卜雖トモ其課役ヲ拒避セサラシメ，路次暴行ヲナスモノアレハ則其鑑札ヲ
奪ヒ，之ヲ全道ノ会社二通報シ皆其業ヲ禁止スヘシ，旅客会社二就テ人馬ヲ請フモノ
アレハ，則士商ノ別ナク皆定賃銭ヲ以テ之ヲ出シ，二駅或ハ三四駅卜雖トモ旅人ノ好
二従テ之ヲ逓伝スヘシ，但多数ノ人馬ヲ求ルモノハ，予其案内状ヲ出シテ前程各駅ノ
准備二供スヘシ，他日会社ノ事業整斉二至ラハ，商売ノ貨物及定式飛脚荷物等ハ皆積
金利割ノ方法ヲ設テ以テ之ヲ逓送スヘシ，又其会社ハ毎駅之ヲ設ケ，更二其近駅卜聯
合シ，年番或ハ月番ヲ定テ以テ其業ヲ営ムモ亦之ヲ妨ケス，又其賃銭ハ皆米豆ノ時価
二比較シ，組合各駅合議シテ以テ之ヲ斉ーニシ，各駅出張官吏ノ准允ヲ得ヘシ，且其
前後五六駅ノ賃銭ヲ記シテ駅頭二掲示シ，行人ヲシテ疑惑ヲ生セシムル勿レ，又荷物
ノ貫目ハ皆手引ヲ以テ之ヲ定メ，其瑣少ノ差アル者ハ主客互二之ヲ容恕スヘシ，若過
重ノ行李ハ之ヲ秤量ス）レモ亦之ヲ妨ケス，又会社ノ費用ハ皆其賃銭ヲ以テ之ヲ弁ス，
其法喩ハ，賃銭ノニ割五分ヲ除置シ，其中一割五分ヲ以テ会社ノ費用及役員ノ給米ニ
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充テ，五分ヲ以テ場屋ノ修築二供シ，残五分ヲ積テ以テ会社ノ准備二供スルカ如シ，
会社ノ創立及制法既二定ルニ至ラハ，地方駅逓掛ノ検印ヲ以テ之ヲ駅逓司二訴フへ
シ，其設クル所ノ制法穏当ナラハ，則官准ノ証書ヲ附与スルヘシ，既二官准ヲ得レハ
則其会社ノ店頭及駅門二掲示スヘシ云云。
とあり，会社の意義，設立の必要性，業務運営その他各般にわたって述べら
れている。
ところで，こ'.:>.Iこいう会社とは， 「会社ナルモノハ世人ノ所謂仲間ニシテ」
「但其異ナル所ノモノハ，其官庁ノ准允ヲ得ルト否サルトニ在ルノミ」とされ
ている。 「当時人民未会社ノ何物タルヲ解セス」とはいえ，当時のわが国が全
く会社に関する知識をかいていたわけではない。一・ニの例をあげても，会社
に関する著作には，慶応2年福沢諭吉「西洋事情」， 3年には小栗上野介らの
兵庫開港のための商社設立の献策，神田孝平のイリス経済学邦訳「経済小学」
明治元年には加藤祐一「交易心得草前篇」，同 2年神田孝平「泰西商会法則」
ならびに実際に通商会社・為替会社が設立されており，完全な合本組織の会社
とまではゆかなくとも，会社に関する若干の知識なり実例は存在していた(4)0 
ところがその知識は．ごく一部の知識層あるいは実業家の範囲にとどまり，
政府内部においてさえ，充分な理解がなかったと解さなければならない。 「世
人ノ所謂仲間ニシテ」と同業組合となんら区別するところはなく， 「一致協同
其規約ヲ定テー一市井職エノ仲間皆其規約」あることと同一視していたのであ
る。このような理解の基礎の上にす>められた陸運会社設立の奨励，いな「其
異ナル所ノモノハ，其官庁ノ准允ヲ得ルト否サルトニ在」った政府の強制ある
いは監督ならびに指導によって設立された会社の性格は従来の伝馬所とどれ程
の差異があったろうか。
国際通運株式会社史の著者は，この点について．組織および経営方法におい
て相当の差違があったと次の 6項目について比較している (5)。
1 陸運会社は民設の商社にして，伝馬所は幕府直属の官術なりし事
2 陸運会社は営利を目的とし，人馬の賃銭の内より相当の利益を収め，
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之れが経営を為すものなれども，伝馬所は宿駅の賦課金と官給の金米とを以
て其の経費に充て，奄も損益を顧慮せざりし事
3 陸運会社は民設の商社なるを以て，宿駅に対する行政権を有せざれど
も，伝馬所は宿駅に対する交通行政官衝として，宿駅を監督する職権を有し
たる事
4 陸運会社は官用貨物に対しても所定の賃銭を受くるものなれども，伝
馬所は官用物逓伝の機関なるを以て，官用貨物の運送及官吏の行旅には，無
賃にて人馬を供給したる事
5 陸運会社の運賃は，駅逓寮の許可を受けて之を定め，官私の荷客に対
して，一様に適用せらるるものなれど，伝馬所の公定賃銀（お定め賃銀）は道
中奉行之れを制定し，諸侯の旅行及び其の荷物運搬並に特定の者にのみ適用
せられ，公定賃銀（お定め賃銀）の外に協定賃銀（相対賃銀） といふ曖昧なる
運賃の制度が公認せられたりし事
6 陸運会社の常備人馬が所用に不足したる時は，遠近に人を走らして其
の不足数を雇入るるものなれど，伝馬所は助郷人馬を使用するの職権を有
し，直ちに助郷に賦課して，其の所用人馬を徴発したりし事
すなわち，官営・私営，営利的・非営利的の区別，宿駅に対する行政権の有
無，運賃の決定・適用の相違，不足人馬の補充方法の違いをあげて，旧時代的
性格を対比している。はたしてそうであったか。けっしてそうではなかった。
同社史の著者も，同書の陸運会社の弊害の項において、さきの記述をその内容
において否定している (6)。
陸運会社は民設の商社と規定しているけれども，この場合民設とは一般庶民
の間から自発的にその設立がす>められたものでもなく，仕法・運営について
もそうではない。おおよそ私企業とは縁遠い「ヌエ」的性格のものであった。
前掲駅逓局記録のなかで述べられているように， 「旅行・通信・運輸ノ三項
ハ，共二邦家ノ重事ニシテ，一国ノ智富其通塞二関」わるもので，当時の未整
備によって疎通をかいていたために， 「人民ノ窮苦」 「邦国の衰頗」をひきお
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こしているとの認識にたって，駅制を整備し，自他の便益をはかること，その. . . . . . . . . . 
ためには， 「会社ヲ創立シ，其組合ノ制法ヲ定ムルハ，共二人民ノ本務ニシテ．．．．．．．．．．．．． 
官命二従テ然）レモノニアラス」という意味において，当時好ましい経営形態は
私企業形態であるという民設会社で，必ずしも名実は共にそなわってはいなか
った。すなわち，明治元年の「商法大意」から，明治2年の府県藩営の商業の
禁止，商法司にかわる通商司の設置とその「官途に立つ者荀も商売と利を争う
こと有るべからず」との基本的な態度， あるいは， 明治4年の合本結社の奨
励，蔵屋敷の廃止，株仲間の最後的解散令などまでの禁令達にあらわれている
一連の「経済活動の自由化」政策によるものである。
しかし，この「経済活動の自由化」は，堀江保蔵教授の述べられているよう
に， (7) 「注意すべきは， 自由化それ自身が政策の窮極の目的ではなかったこ
とである。……かくてその自由化政策は，わが国の政治的・経済的独立を達成
し，もって先進国と対等の地位に立ちうるための手段であった」がためにむし
ろ自由化よりも政府の強制指導が先行するというゆきかたであった。いま一つ
は，運輸・通信面での明治政府の関心あるいは課題は，在来運輸・通信の改善
と鉄道の敷設であったとしても，重点は鉄道敷設と通信の改善におかれ，陸上
•海上運輸のうち陸上運輸面ではその改善を痛感しながらも，直ちに大改善す
る程の施策がなかったのではないか。政府財政支出の額からみてもそのことは
あきらかである。
第1・2表にあげるように，歳出科目第 1款中に駅逓費が計上されるのは，
第4期からで，同期の歳入出決算，歳出ノ部の説明によると， 「此ノ款ノ経費
少シク減少セシハ上編二略説セシ所ノ如シ。而シテ是ヨリ先キ駅逓司ノ設ケア
リト雖モ其経費ハ之ヲ所管ノ本省二併算シ，本期已降駅逓費ヲ区分表出スルモ
ノハ主トシテ郵便設置二係ル所ノ費用ナリ。」 Cs)とあるところからも明らかな
ように，この費目の金額はほとんど郵便設置のためにあてられたと考えてよい
だろう。その他の雑費，たとえば官文書の運送費がこの中から支出されたとは
考えられない。なぜかなれば， 「即ち明治3年5月13日に至り，余は 1通の廻
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第1表八期間歳出決算表（自慶応3年12月至明治8年6月）
区分1 科 目 I 1慶明応治元3年12月月かまでら1明同治2年91月月かまでら明治23年109月月かまでら
第1款各官省経費 円．4銭08 1,675,377. 2,424,863.302 2,841,445.361 
通 2 II 陸 海 軍 費 1,059,797.848 1,547,965.947 1,500,174.273 
3 I/ 各地方諸費 938,223.723 1,570,886.620 1,269,354.429 I 
常 4" 在外公館費 40,397.558 3,821.737 
5 " 国債元利償還
歳 6 II 諸腺及ヒ扶助金 339,676.613 1,710,512.215 2,340,501.537 
7 II 営繕堤防費 786,649.627 1,447,819.056 881,948.837 
出 8 " 恩賞賑愉救貸費 492,961.972 462,284.160 710,570.509 
9 II 通 常 雑 出 213,266.183 155,501.768 196,186.650 
1011 4,511,933.097 2,315,643.186 1,227,414.182 
例 1,022,111.544 569,742.298 1,457,986.089 
外 1211 行費勧 659,206.131 1,017,233.956 3,292,366.381 
1311 151, 371. 113 1,219,592.915 624,862.507 
歳 1411 金 18,157,279.953 4,507,180.000 661,678.064 
出 15,, ヒ還 460,930.155 1, 768, 151. 852 2,540,031.845 
16 II 出 27,965.058 553,330.246 
I 歳 出 .',ム", ヽ 計 I 30,505,085.9671 20. 785,839.891 I 20,101,672.659 
明治前期財政経済史料集成第4巻による
第2表 8期闇駅逓・官エ諸費歳出表
I 第 1期 I 第 2期 I 第 3期
第1款中駅 逓 費
第12款中鉄道建築費 1,561,490.652 
鉄 道 常 費 18,356.336 
汽車運輸費
鉱 山 諸 費 16,627.972 131,376.074 262,930.923 
屋卓 信 諸 費 3,739.020 4,273.573 9,702.880 
灯闘造台醜諸・製作費所
43,669.166 223,411.124 282,275.381 
256,362.160 231,971.607 357,085.706 
幣諸費 257,306.704 163,958.226 244,673.854 
紙幣及証書等製造費 117,501,709 262,343.352 555,850.655 
明治前期財政経済史料集成第4巻による
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明治43年910月月かまでら1明治45年102月月かまでら明治同6年12月月かまでら明治同7年12月月かまでら1明治同8年61月月かまでら
2,189,885.4sd 5 I 4,518,599.118 5,411,128.155 s. 915, &21. aol 3, 050, 543. 931 
3,252,966. 9,568,391.005 9,688,067.130 10,418,413.383 10,784,898.459 
979,431.075 7,697,588.118 8,966,389.496 10,527,884.030 6,805,332.054 
55,959.676 143,939.100 508,294.848 545,149.414 76,399.859 
439,336.957 439,336.957 2,996,038.994 3,254,140.331 1,593,083.592 
3,148,607.887 16,072,616.811 18,045,598.697 26,497,642.506 27,095,648.542 
904,430.527 2,242,022.574 2,095,222.102 2,091,114.861 1,663,117.003 
448,430.807 861,796.095 742,830.290 446,407.942 865,619.271 
207,533.417 930,628.475 2,179,382.215 305,535.057 907,705.127 
95,529.329 3,637.815 , 82,404.478 3,229,879.080 1,474,506.173 
1,251,794.594 4,544,446.240 3,547,577.688 2,279.123.556 277,104.280 
2,518,203.040 4,111.843. 011 &,&50,313.424 8,949,830.108 2,479, 蒻1.416 
729,569.943 1,723,787.975 878,669.871 864,794.897 1,659,948.386 
835,873.584 4,165,224.395 86,889.984 1,250,364.502 1,705,370.986 
1,555,283.452 7,658,612.470 4,040,899.134 
22,521.601 40,366.333 793,192.980 35,207.318 1,654,627.899 
19,235,158.0161 57,730,024. 704¥ 62,678,600.8321 82,269,528.3531 66,134,772.121 
第 4期 I 第 5期 I 第 6期 I 第 7期 l 第 8期
18,756.832 85,932.835 226,177.693 377, 171. 340 329,592.504 
958,774.623 1,936,317.050 2,146,928.343 1,782,642.874 425,162.407 
9,411.200 31,720.259 48,210.620 138,485.092 60,016.747 
127,315.505 243,486.777 346,015.721 197,885.063 
308,552.983 376,372.774 976,765.400 1,396,767.615 177,198.638 
5,853.796 405,759.091 665,587.860 456,306.525 299,343.993 
387,459.272 262,934.224 518,982.218 474,292.704 154,560.423 
462, 188.165 701,320.606 938,863.929 1, 008, 751. 089 831,544.943 
334,840.347 773,280.953 681,253.907 542,049.967 77,986.085 
51,122.654 162,622.609 430,234.370 804,318.519 56,269.164 
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議書を受けて之を検閲せしに，其書には東西両京の間に往復せる官文書等の運
送費即ち飛脚屋に支払へる賃銭の事を記せり，…•••特に注意して検閲し，併せ
て既往数月間の費用を調査せしに， 月額平均凡そ 1千5百両に上り， 云々 。」
(9)と前島駅逓権正が記しているように， 月額平均 1,500両とすれば年間支出
は， 18,000両余となるであろうし，第4期の駅逓費支出は， 18,756円余である
からである。また鉄道関係費は， 3年3月25日，東京・横浜間，同年7月30
日，大阪・神戸間の鉄道起工のための土地測量開始から計上されるようになっ
たが，歳出科目第12款官エ諸費の 8期間合計28,380,646円余のうちでその約35
彩余にあたる 10,032千円余を明治3年以降の 6期間で支出しているのであっ
て，このような点から，鉄道・郵便により多くの関心がよせられたことが判明
するであろう。
「経済活動の自由化政策」という立場からみて，陸運の私企業化に対する反
論として，さきの「説諭振」によって民間に人馬相対継立会社を設立し，旧制
を廃止しようとするに対してのものがある。馬虎生のそれである llO)。
『咄，汝小吏，此翁をして猶洋習のけがらわしきに染ましめんとするか，都て天下
の制，公私混同其用を共にするも，共和の風習，我皇国固有の制に非ず，公用は是四
民を治むるの用にして，奔走を為すも亦官吏の私に非ず，公用弁ぜざれば四民も其所
を失ひ，各其用を弁ずる能はず，是に因て公用を専らにして私を顧みず公私大に差別
有もの，皇国の制度，歴史上汝も粗ぽ知る所也。就中駅逓の法，専ら公の為に置て四
民の私に及ぽすものに非ず，今私用を以て往来するもの，多く利の為に旅行をなす，
利の為に旅行をなす者，其の速なるを好んで其の費を厭はず，官吏の公用に奔走す
る，旅費の限りあり，同じく其速なるを好むと雖，人馬其価の多きに就いて常に私用
を先にし公用を後にせん事，亦自然の情なり，賃銭益々騰貴して公用益々不弁，且つ
今公用に供する人馬而己すら，駅々猶ほ其の足らざるを苦しむ，加之に四民私の通行
も其を問屋にとるに至ては，人馬一時に不足して，公用の往来一歩も進む事能はざる
べし，公私混同の説，駅逓に於て尤も説く可からず， （中略）能＜皇国固有の駅制を
解し，而して今の駅制を議すぺし，公私混同して或は手人と成し，或は賃銭相対と為
さば是駅なき也，駅の制を論じて駅を廃するに至れば，是を論ぜずして可なり，汝
「万国公法」 「西洋事情」等の書を生々読に合点し，容易に共和の説をなす事勿れ，
鳴呼，席上の議論露々遂に此極に至る，大息の至りに堪へず。』
「席上議論ごうごう遂にこの極に致る」と記されているところから，激論が
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たたかわされ，馬虎生らの保守的な意見はしりぞけられたものであろう。しか
しそれは少数派の意見であったとはいえない。むしろ少数派の進歩的な意見
が，大多数派を説得しえたと解釈することが許されるなれば，―この解釈は
けっして不可能ではなく，この後わが国に存続する官僚主義から考えても一一
公用優先，官尊民卑，私用をもって往来するは私利のための旅行であるとの営
利，利益追求の否定，駅法は公のためにおいて私におよぼすものではないとの
考え方が政府内部の一般的なものではなかったろらか。そのために，陸運会社
規則の適用にあたっても， 「官吏モ亦其会社ノ性質ヲ明解スルモノ少ナ」＜
(11), 事前に派遣する駅逓吏にガイダソスを試みたが，本旨のあるところの理
解を欠いていたのではないかと考えられる。・
各宿駅に駅逓吏を巡回せしめ，陸運会社の設立をすすめしたのも，東海道筋
は明治4年5月，その他の地域では，近畿の例では，規則書および駅逓頭の陸
運会社設立の達をうけたのは，大阪府下は明治 5年正月 (12), 兵庫県下は同年
2月(13)である。後者の場合，管下各駅がておちなくその達を受けたのでな
く， 旧摂津国内で， 兵庫・西宮・尼崎・伊丹・小浜・道場川原駅等は達をう
け，小浜一道場川原の中間に位置する生瀬駅は達もれになっている。後日に判
明したところでは， 「道場川原・小浜・伊丹は，御一新後に兵庫県支配となっ
た時，旧領主から届が出ているが，生瀬は旧尼崎領主から届が出ていないので
駅所ではない。」 (14)と行政改変時の不備を是正することなく， 県役所が回答
している。幹線道路をはなれた枝道の一宿駅の例ではあるが， 「所謂会社を結
び，一宿毎に至当公平之仕法を立て，人を窮せず己を傷まず，国之利益となる
を以て其大趣意」 (15)も地方官吏に至るまではよくこれが理解できていなかっ
たといわなければならない。
明治4年7月，東海道各駅の陸運会社設立が許可され，あいついでその設立
をみ，同年12月には，伝馬所・助郷が廃止され， 「羊を以て牛にかう」か「羊
質虎皮」というか，外面はあらたまるも内実は価値ない駅制，看板のみのぬり
かえが実施された。設立当初から「世人のいわゆる仲間」と同一であった会
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社，旧慣を踏襲してなんら従来の交通阻害の根幹は改められず，わずかに伝馬
所の旧債負担の禁止 (5年10月，大蔵省達），継通し防害・捌銭の強要禁止 (6年
1月，大蔵省達）刻銭25%を10%に改正の改善策がなされただけで大勢はかわら
ず，かえって交通の発展は阻害された。他方，郵便事業の官営にともない，前
島密らの力によって旧飛脚業者をして組織せしめ政府必要の業務を分担せしめ
ようとした私企業形態の陸運元会社の結社，営業開始によって，政府内部にお
いて，ょうやく陸運会社の存廃が論ぜられるようになった。明治6年 4月，各
道陸運会社解散の儀伺が大蔵省から提出された。この時の太政官は，なお会社
存続の意向をもち，弊害を調査することを指令して回答にかえた。大蔵省は再
度検討の結果，同年12月18日，いわゆる「大蔵卿より陸運会社の儀に付伺」と
して大隈重信から岩倉具視右大臣へ伺書がだされた。冗長にわたるが全文をあ
げると，
大蔵卿より陸運会社の儀に付伺
本年4月各道陸運会社解散の儀相伺候処，同5月中伺の趣は，先従前の通を以雑費を駅
中に賦課或は社外の人馬を束縛する等の弊害而己相除侯方法取調更に可伺出旨御指令有
之，右は畢寛駅郵の制逓伝之法を立て物貨行旅之運送をして渋滞無からしむるは経国之一
要部にして，政府於ても之を義務として不可不管掌と之御趣意ならんと相伺ひ，厚く奉戴
熟慮審案，猶各駅之実際をも及探索候処，陸運会社の者共旧伝馬所之余習を帯び，冗費の
多きは相違無之侯得共，又土地の景況に依り侯ては所収の利益寡きより立社の経費到底償
却すべき目途無之不得止駅中に賦課し或は社外の人馬を束縛する等の弊害を起候儀に付，
即今の体裁にては所詮此弊害を可洗除方法有之間敷，依て窟に御趣意に拠り試に改正之見
込を論侯得者，左の三条之内何れ欺其ーに御決裁相成侯儀に可有之歎。
1 陸運会社を解散せしめざるの御趣意は，各道に必駅を置き，毎駅に必人馬供給之一定
所を設くるを以て，建国之制度と御認め相成候故歎。然らば此陸運会社は国制上より政
府之を擁成して立しむるものにして，固より私会と認む可からず。所謂政府の義務を一
方に分て掌るものと同一視すべきが如し。若し果して如斯候はゞ其逓伝執務の経費は政
府より支給相成当然の事に可有之款。
1 国民相往来し相運送するは交際上不可欠常理にして，互に駅郵の法を設け道路を便に
し，能く東商の物貨を西辺に送り，北客の南隅に騎駕を需るも，皆相依り相援くるの道
理たるを弁知し，国民一般各地に於て可相尽の義務と致し候はゞ，則此陸運会社は各地
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の共同公立にして亦私立の会社と認む可からず。果して如斯候はゞ．之を維持する諸経
費は各地一区内の人民に賦課して支給せしむる方法，撰て可然歎。
1 若又人民の職分たる同業相結相助，世間の公利を挙ぐるを以て其職分内の義務と致し
候はゞ．公利の為めに私利を屈し，駅郵設置の要旨を了し，会社保持の大理を弁じ，凡
陸運を業とする者．一家一舗を開より一馬一肩を以て営業致し候者迄，必此陸運会社の
約束に従ひ同業帰ーの法を立，旅行運送の便を謀らしむ可し。然らば則此会社は同業共
立の公会にして，政府も亦之れが法則を監視し，乖戻勿らしむるの保護を為す可し。果
して如斯侯はふ其賃銭の幾分を納て社用の経費に充てしめ，且つ一己自由の権を主張
し，妄に路傍相対の約を為す等の者は，総て若千の罰金を命じ候法をも可相立歎
1 右の3条各其理有之候様相見之候得共，又之を再説し候へ者，第1条の如く会社の経
費を官に仰ぎ候ては名義甚穏当ならず，且各道移多の会社に候得者．経費の数も亦莫大
の儀に有之。第2条之方の如きは，猶前日の伝馬所に復し，駅郷中許多の弊害再び可相
起。第3条の如きは， 同業共立に出ると雖も其束縛の法たる必ず自他の不便を生ずべ
く，殊に之を公挙と為すは前日私会に帰せしめ侯趣意にも相悸り．芳不可行儀に可有
之。
抑此会社の弊害たる伝馬所廃止の際，官より之れを誘導し，或は強ひて之れを結ばし
め候に原因致し，名は私会と雖も其実官立のものに均しきより相生候儀に付，唯其末を
而己相改め候ては到底洗除難致，依て猶又熟案仕候に，何れにも先議の如く此官私混滑
・義理曖昧の会社を解散せしめ，更らに真正の私会為相立候方可然。其改正の法たる，
先般准允相成候陸運元会社をして各駅に於ける伝送所の約束を更張せしめ，其社の物貨
而己ならず広く公私の行旅運輸の用をも担任致し候様，其頭取・手代共え内諭の上巡駅
為致侯得者，官の誘導は唯此元会社の一にして，他は皆私会の真面目に可相改。尤元会
社の儀も素より私会に候得共，其起立より格別駅逓頭の監護に依頼し，北海の外郵便線
路は皆往復すべきの約も有之，即今は郵便の用向をも相達居候儀に付，官より誘動候と
も，夫が為弊害可相生次第も無之侯間，愈此議に決定，諸道とも元会社伝送所にて，公
私逓伝法無渋滞約束相整ひ候得ば，従前の陸運会社は総て廃止候とも，新旧交換之際に
於て柳不都合無之，著手の順次も成し易く，且一体の御趣意にも相適ひ，芳可然方法と
被存候。
右具陳之件々可否御撰定之上御指令相成候得者，尚詳細之方法・其条件に就て取調，
更に相伺可申と存候。依て相伺候也。
すなわち，この伺書は，陸運会社の性格を分析し，政府機関か，地方公共機
関か，特権組合かを問い，そのいずれも「経国の一要部」としての陸運業には
適せずとするものである。① 「建国の制度」と認むるならば，政府の機関で，
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私企業と認められない。R「国民一般各地で勤むる義務」とするなら，地方公
共の機関で私企業ではない。また⑧ 「世間の公利を挙げる，人民の職分内の義
務」とするなら， 「同業共立の公会」すなわち私的共同企業というよりも，政
府の管理・監督を強くうける公私合同企業で，私企業ではない。このようにそ
のあるべきすがたが検討されているように，そのいずれもの性格が内蔵されて
いたのが陸運会社であって，① については「名義甚だ穏当ならず」。Rについ
ては「前日の伝馬所」にかわらず。⑧については， 「公挙となすは，前日私会
に帰せしめ候趣意に悸る」ものであって，その原因は，ひとしく会社設立の際
の政府の誘導，強制によるものとしている。陸運会社の設立勧誘は，明治政府
の確固たる一大方針のもとにすすめられたものではなく，たゞ政府の臨機応変
の施策によるものであり，それが急をいそぐ緊急事であっただけに，諸種の弱
点と欠陥を露呈したが，転換期の，それも旧幕時代の経済的基礎に立って，多
くの改革事業をなしとげなければならなかった時だけに，無理からぬものがあ
．ったとしなければならない。
註(1) 黒羽兵治郎「陸運会社の設立及び解散」， 本庄栄次郎編明治維新経済史研究所収
行政指導書なる点は日本通運株式会社社史にのぺられている。以下同書を「社史」
と省略する
(2), (3) 駅逓志稿 p.510ー 513
(4) 菅野和太郎「会社に関する知識の移植」本庄編 明治維新経済史研究所収
杉原四郎「古典派経済学と近代日本」経済論集 13-4.5.6 
(5) 昭和13年12月発行 国際通運株式会社史 p.56, 57 
(6) 同書 p.116 
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(8) 明治前期財政経済史料集成第4巻 p.73 
,(9) 前島密自叙伝，・ 鴻爪痕 p.76 
nm黒羽兵治郎著 近世交通史研究第8章 p.233, 234 
nt) 駅逓志稿 p.510 
U2) 黒羽兵治郎「大阪府下の陸運会社及陸運元会社」経済史研究第11号
U3l, 閥西宮市史第6巻 p.737 
US) 黒羽兵治郎「陸運会社の設立及び解散」 p.543 
nro 法規分類大全，運輸門駅遥 陸運営業ノ部 p.371 
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3 陸運元会社の設立
明治維新の改変は，信書・貨物の逓送にたずさわる本来の意味の運送取扱業
者である飛脚業者に甚大な打撃を与えた。幕府から与えられていた庇護と特権
はほごになり，家業の死命を制する重大な改革がなされようとした。すなわち
定額賃銭制の廃止，相対賃銭制の実施で，失われんとする特権の維持に奔走し
たのもさることながら，明治 3年の郵便事業の官営案が提出されるにいたり，
進退こ汀こきわまるの事態にたちいたったわけである。そこで三都飛脚問屋
は，同業者内部では「信義取為替証文」および「会社規則之事」など誓約書，
規則書を作成して家業再興の為に相互の団結をかため， あるいは政府に嘆願
し，あるいは郵便料金の点で官営郵便と競争をはじめるなど，あらゆる方法を
もって新制度に対抗した。この間の事情を興味深く語るものとして飛脚業者の
訴えの矢おもてに立っていた駅逓頭・前島密の談話「飛脚屋の競争と強願」
(1)がある。
明治4年私が西洋から帰った時は，東京大阪間と，東京横浜間とに郵便が開けて居まし
たが，此官設郵便に向って，三都の定飛脚屋が競争を起して，東京大阪間の賃銭を郵便と
同額に引下げ，東京横浜間は郵便賃の半額に減じて，郵便類似の方法を始めた者ですか
ら，駅逓司でも別に横浜便といふのを始めて，飛脚屋のと賃銭を同額にして競争に応じた
と言ふ様な，不穏当な事をやって居たのです。
翌5年1月からは長崎までの郵便を開いて，段々諸道にも拡張しようと言ふのを，飛脚
屋が聞くと，到る処で評判が喧しくなって，沢山の競争者が出さうな模様でしたが，其喧
しいのも実に無理のない次第ですから，私も内々胸を痛めて居たのです。一体飛脚屋の一
番利益のあるのは書状の送達であって，其大切な営業を郵便の為に奪はれるのですから，
騒いで色々悪く言ったり何かするのも其筈なので，中にも三都の定飛脚屋の言ふ所は，役
等が通信の業を営む事は殆んど三百年来の事で，不完全ながらも三府其他二三の要地との
間の通信は，世襲不動の営業として代々之を務め，官の用便も達すれば人民も亦其便に依
って居たので，それ故政府でも伝馬を使用する事を特許して来たのである。然るに今忽ち
に其一番利益のある部分を奪ふといふのは，無理であろうといふ嘆願(a)なのだから，真に
尤もな苦情なのです。それですから彼等は苦情を鳴らしたり，愁訴をしたり又激しく競争
したばかりでなく，種々の手段で以て郵便廃止の事を強願しました。官の方でも既に尤も
であると思ひ，又其境遇を憫むべしとして，彼等に同情を表する者(b)もあったので随って
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通信事業の官占を非難する声は，朝野の間に喧しかったのです。尤も当時は新聞紙のまだ
ない時分でしたから，かう言う事を表面から堂々と公言して反対する機関がなかった代り
に，動もすれば陰険な手段で以て郵便に反対する者があって，時としては甚だ不愉快に堪
へない事もあったのです。 （中略）
斯郵便の大主義の拠って斯大事業を起すのであるから，斯うしなければならないのみな
らず，まして私には彼等を悦服せしめる考按が生じたのです。それはどうしても悦服させ
るかと言ふと，外ではない。彼等の同業者を団結させて，其団体を我が必要の用事に使ふ
のです。……交換的に彼等を利用して悦ばせるといふ考案であったのです。
それで明治5年の4月中，私は東京定飛脚総代佐々木荘助氏を召換した。此人は梢気力
もあり識量もある好男子で，先ず私を見ると頗る憤激した容子で，二百五十年余我国の通
信に功徳のあった事を述べ，政府は之を賞誉すべき筈であるに，却て其事務を奪ひ取らう
とするのは不道理の至りであるといふ事を弁明して，郵便の諸止を強請して止まない。そ
こで私は従容として，問うて，それならば誠に政府は君等の請願を容れて，通信の事は一
切君等の手に任せる事にした処で，弦に水陸両道のある安房の或村に送る一通の信書があ
るが，君等は幾らの賃銭で之を届ける事が出来るかと言ふと，彼は一人の人夫を特発しな
ければならんから，賃銭は一両力心ると答へた。私は更に之を鹿児島に送り又根室に遣ら
うとするにはどうだと聞くと，彼は特使を発してもむづかしいから，賃金は何十両かかる
か分らないとの事だ，そこで私は一歩進めて，一衣帯水を隔つる朝鮮の釜山にはどうだ，
支那の上海にはどうだと畳みかけて問ふと，彼は唖然として答へる事が出来ない。………
もし君等に能＜此事が出来るならば，我は君等に代って政府に請願しても宜しいのだと
言った処，彼は愈々悔恨に堪へない体で，是は到底我々の企て及ぶ所でありませんと答ヘ
た。私は尚各国政府が郵便を開いた理由から，駅逓寮が将来施設しようといふ目的，即ち
通信は国家の事業であって，行政上の大機関である理義と事実とを細かに語って聞かした
所が，彼は頗る覚った様子で，低頭して，私共不学無識にして政府の盛意を存ぜず，通信
事業の斯くまで肝要であって，其関係の斯＜迄広大である事を知りませぬ為め，たゞ自己
目前の利を失ふ事を憂ひて，政府を怨み郵便を嫉み，剰さえ苦情を嗚らし強願まで致した
段，甚だ恐れ入りました。今謹んで仰せを承はりましたから，退きまして速に同業の者共
に其旨を伝へまして，請願を撤回致し，競争を止めさせますが，併し俄に利益ある事業を
官に収められましては，是よりして営業の衰頗を来たし，悲惨の境遇に陥いるのは知れて
居ますから，何とか御救ひ下さる道を願ひたいと言ふので，私はそこで同業団結の事を説
いて，其団体を駅逓寮で使用する事を話して能く本寮の命令を奉じて従事すれば，所謂禍
を転じて福となすの道であると教へた所が，彼は欣んで感謝し，謹んで仰せに従ひ命に服
しますと述べて帰りました。
この談話で，前島駅逓頭から佐々木荘助に示された，「我が必要の用事」 (2)
とは， 「各郵便局に収金を受授する事，郵便用の物品運送の事，それから将来
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には為替金転送の事，貯金集配の事」 (3)であった。
その後，旧飛脚業者による会社設立は，幾多曲折があって，容易に推進され
なかったが， 3月17日の佐々木荘助の出願を皮切りに江戸定飛脚仲間もこれに
追願し， 5月，駅逓寮の意見書および太政官正院への伺案が陸運元会社設立願
書に付されて大蔵省の省議にかけられ， 6月太政官の承認をまって会社設立を
なすにいたった。
さて陸運元会社設立にあたっては，従来，東西相呼応してともに請願運動に
参加した三都定飛脚問屋が，行動をともにしたか，否かの問題があるが，設立
願書および後にあげる定則書の署名人は，いずれも，江戸定飛脚問屋，島屋の
代判人古河市兵衛，山田八右衛門（山田屋），西村仁三郎（江戸屋）， 村井弥兵
衛（京屋），吉村甚兵衛（和泉屋）の 5名になっていて，大阪・京都の参加はな
??
いうまでもなく，江戸ー大阪定飛脚問屋は密接な関係をもっており，それぞ
れの引合の店の関係を示すと (4), (文政2年当時）次の如くである。
（大阪）
東堀平野橋東詰南へ入
江戸屋平右衛門（竹畑）
内平野町筋大沢町
津国屋十右衛門（山中）
追手筋谷町西へ入錦町
天満屋弥右衛門（近藤）
船越町松屋町筋東へ入
尾張屋惣右衛門（大森）
平野町心斎橋東へ入
江戸屋九左衛門（飯塚）
北革屋町御祓筋西へ入
近江屋喜平次（久右衛門か）
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（江戸）
日本橋西川岸
大阪屋茂兵衛
日本橋類戸物町
島屋佐右衛門
日本橋佐内町
和泉屋甚兵衛
日本橋室町
京屋弥兵衛
日本橋西川岸
大阪屋茂兵衛
日本橋佐内町
和泉屋甚兵衛
5 2.2. 
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日本橋佐内町
尾張屋七兵衛（山田）
内平野町松屋町筋西へ入
尾張屋吉兵衛（山田）
船町
和泉屋甚兵衛
同
天満屋吉右衛門
しかも大阪陸運会社規則書(5)によると，
1 今般於東京，当業仲間ノ者，陸運元会社之名号蒙官許，全国壱般物貨運輸ノ方法開業
仕候儀ハ現今至要ノ重件，於当地モ壱統同志ノ儀二付合併入社致シ，内平野町二丁目ニ
会社取設ケ，従前諸国組合一般ノ規画ヲ整頓シ，遍ク運用ヲ弁シ，乍恐御趣意貫徹仕候
様社中ー同協力勉強可致，就テハ当地ノ儀ハ西南海道両山道ノ各国ヲ総轄二致シ，至急
国々巡廻交議ヲ尽シ，同志ノ者入社為致開業可致，依之社中為資本金三百両ヲ以壱個卜
シ，益損共出金高二割賦可致事，尤当地類業ノ者不及申同志入社致度向キハ，身元取調
ノ上，前文資本金為差出加入可為致，其外元会社定則十五ケ条二准シ可申事
1 各駅枝道トモ其土地限リノ商法ヲ以入社致候者ハ，其土地二随ヒ相応ノ身元金差出
シ，運輸往復之物品授受可為自由，尤身元金利足其外定則書二十ニケ条二准シ可申。
右之外諸方運輸ノ方法等都テ元会社之規則二随ヒ可申，其他規則二相洩候儀ハー同協議之
上，土地々々弁利二応ジ適宜ノ旨ヲ以御出張駅逓御寮へ稟シ，御准允ヲ受ケ候上取極可申
事。
右申合候規則条々聯犯違致間敷旨，各手書之姓名実印ヲ以社中ー同為取替可申事右草案之
通各地有志ノ者卜申合為取替申度，御許可被成下候ハヽ御承知ノ御印被下度，奉願上候。
以上
?
明治5年壬申 9月27日
大阪陸運会社大森惣右衛門
外七人略ス
出張駅逓御寮
「当地においても一統同志の儀には，合併入社致し」， 「前文資本金差出させ
加入致さすべく，其外元会社定則15カ条に淮じ」あるいは， 「身元金利足其外
定則書22カ条に准」ずることが明記されている。名称あるいは資本金額で，大
阪陸運元会社，諸国陸連大阪元会社の名称を用い，あるいは元会社定則書では
500円の資本金額を300円とするなど，合併したとはいえ，あいまいな点をのこ
しているが，この点は「社史」 (16)に明らかにされている。
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註(1) 前島密郵便創業談 p.78 
(a) 明治2年6月三都飛脚渡世之者一同よりの嘆願 「社史」 p.121 
(b) 前島密自叙伝「自薦駅逓頭」 p.83 
「余は翌朝同寮に出頭し，駅逓頭浜口儀兵衛氏に面し，郵便試験の業如何と尋問せ
しに，何等の意見無く，通信の事は已に飛脚屋あり，官営は予の可とする所に非ず
と答ふ．彼の如きは論談する価値なければ，直に本省全権たる井上大輔に，云々」
(2)(3) 同上書 p.80 
(4) 東区史第 3巻経済篇 p.1170 
(5) 「社史」 p.138, 139 
(6) 同上
4 陸運元会社の諸規則
前述の通り，佐々木荘助を通じて，前島駅逓頭の説諭と指導により，陸運元
会社設立願書を提出し，明治 5年5月，太政官の承認が得られると，各種の規
則書が駅逓寮に提出された。 「運輸仕法見込御伺書」 「陸運元会社規則書」
「定式急行便其他常便無宰領継送り荷物運輸規則」 「各地会社申合規則案」な
どであった。このうち， 「陸運元会社規則書」 （案）は， 駅逓寮の意見が付さ
れ，同年6月に認可されて (1), 「陸運元会社定則書」 (2)となるわけであるが，
これによって，元会社の性格および機構をみることにしよう。興味深いこと
は，陸運元会社設立に当り，願書あるいは規則書の発起人の中に，嶋屋佐右衛
門の代判人として，後の銅山王，当時は小野組の番頭格で東京に定住していた
古川市兵衛 (41オ）の名が見えることで， かれと新知識の青年新官僚ー企業家
的官僚の前島密駅逓頭 (38オ）の二人の近代企業家の出合いのあることである。
これについての考察は他日にゆずり， 「定則書」に注意をもどそう。
この「定則書」はわが国の会社史上ではもっとも古い定款の一つであって，
明治 5年11月の国立銀行条例によって設立された第一国立銀行のそれに 7カ月
先行するものである。したがって国立銀行の定款に見られるような定型化がな
く，明治 7年に改正されて「定款」と改称したときにも，前定則書とおなじ形
式を踏襲している。まず， 「定則書」 「定款」 Ca)をあげておこう。
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陸運元会社定則書
第 1 則
1 当会社は陸運元会社と名号し各道陸運会社と規則を合して会計を通じ専ら運輸の事を
以て本業と致す事
第 2 則
1 当会社は駅逓寮の御管轄にして社中の規則取扱の方法会計の簿冊等常に同寮の監護検
閲を受べしと雖社中の者の身の上は地方官管轄にして其身家に起る一切の事且会社に生
ずる紛議と雖其裁判を其管轄御庁に可願事
第 3 則
1 当会社に列する者は別仕立の外郵便切手無之書状を必ず逓送致すぺからず且金子入書
状逓送は駅逓寮の法令に可遵事
第 4 則
1 通貨物品運輸の賃銭を定め或は是を変更する時は惣て駅逓寮の検査を得候後取極可申
事
第 5 則
1 陸運元会社と刻する一顆の印を製し各所取引誓約書其他の文書に至る迄会社の名を以
て証とする書類は一切是れを用ひ可申但京阪及ひ其他の分社に於ても各其通印を製し元
会社同様に可致候事
第 6 則
1 当会社の株主中頭取副頭取各ー名公詮を以て選挙し会社一切の庶務を総管せしむ勤仕
の期間は三ケ年を以て相定可申尤も社中望に寄り幾期を重ねて勤め候ても妨無之事
但副頭取は会社の都合に寄り幾名を挙るも妨なしとす然る時は第一等第二等の階級を
以て区別可致事
第 7 則
1 別に一名の重立監定役を公詮を以て相定め会社に備はる一切の費用金銀出納の事を掌
どらせ諸勘定の始末並に仕切等の検査を為掌候事
但監定役は京阪等の分社に一人づつ可置事
第 8 則
1 会議の節論区々にして決定致兼候節は一旦其場を引取り各其良否を勘弁すべし尤も再
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議の節は自分出席不致候共其意存書面を以て可申出事
第 9 則
515 
1 総て会社定格の規則に存する事件頭取之を独専執行可致然し小事と雖も新に一業を起
し或は社法を変更するは社中の合議に決す可事
第 10 則
1 会社の都合事務の模様を計り手代其他の役々を選挙し其事務を分課するは正副頭取之
を議し相定め可申事
第 11 則
1 社中の者定格に背き或は会社の諸規則に不随時は正副頭取合議の上其罪科を社中に明
告し速に会社を脱せしめ其罪科により相当の贖金を可命事
第 12 則
1 社中の者当然の事務を怠り或は私慾の所為有之時は社中の衆議に随ひ之を殺正しく之
を譴責し或は之に贖金を命じ其者当職年期中たりとも速に之れを免じ可申事
第 13 則
1 社中一切の者隠に諸規則に背き或は奸偽の所行を知る時速に其由正副頭取に明告し決
而看過し或は覆ひ隠す事有之候においては速に社中を脱し或は相当贖金可申付事
第 14 則
1 万一正副頭取の中社中と紛議を生ぜし時は双方より社外の者両名以上を撰び取扱人と
すべし衆説に就て判定可致若又取扱人之を可しあたはざる時は其次第を詳に記し奉4比
官裁一定めの規則等に就て公正裁決を可受事
第 15 則
1 当会社の株金は五百円を以て一株とす故に千円を出す者は当会社弐株の持主にして千
五百円を出す者は参株の持主也然れども其人平素の行状社中に不可列ものは仮令五百円
以上の出金致侯とも之を入社せしむべからず勿論何等の人たりとも五百円以下の出金に
ては会社の株主と不可成事
第 16 則
1 金五百円を一株として凡社中衆議を決す時は同説株高の多きを以て可決の定め故ー株
所持のものの五人同説より六株所持の者一人の異説は一分の権利多く異説に可帰事
第 17 則
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1 総て株主の出金高は本帳に之を記し割判したる証文を其出金の主え相渡可申右株証文
を請取上は社中協議の上解社の時にあざられば其本金を不返事
第 18 則
1 会社に生ずる利益は総て株金の、多寡に応じて分配又損失も之に応じて引受可申事
第 19 則
1 株主自分都合に寄り其株証文を他に譲渡し或は売渡候節は其株証文書替可申右書替証
文を受取者は勿論正敷会社の株主と成るべき事
但譲受又は買受け候者の身分等の儀は正副頭取の協議をも可受事
第 20 則
1 正副頭取並監定役其他会計引受侯者は株主に限り可申且其役に応じ株金の外勤役中は
証拠金として千円より五百円を差出可申其他各所の分社においても其取扱ふべき事務の
大小に随ひ百円以上の証拠金差出可申尤も右金子の儀は正敷為替屋等を相撰び駅逓寮の
許可を受け相預け正副頭取の分は駅逓寮と当人の証印を以て監定役其他は正副頭取と当
人の証印を以てするにあらざれば預け証文持参致候共決而渡すべからず候旨預り候方と
堅く条約致可申最右金子へ生ずる利足の儀は差出人の所有たるべき事
第 21 則
1 正副頭取其他共証拠金差出候もの奸偽私慾の所為有之候時は社中合議致駅逓寮に伺上
其証拠金を取上げ且相当の贖金可取事
第 22 則
1 駅会社並に各地取引会社の儀も其土地に随ひ相当の証拠金差出し前条規則に随ひ双方
会社の連印有之請取証書等無之以上は決而不渡条約を以て正敷方へ相預可申尤も是に生
ずる利足は勿論差出人の所有たるぺき事
第 23 則
1 会社に生ずる損失は其の事実明瞭にして頭取並に枢要の役に任ずる者の不束より生ず
るにあらざれば其証拠金を取上げ不申候事
第 24 則
1 正副頭取其他会計の事務等株主の任ずる役々に不限手代等の勤る向も其重き任にあた
れば夫々証拠金為差出前の仕方に准ずぺき事
第 25 則
1 諸受負物難事弁金或は非常手当倉庫家屋修繕の備用として毎年二季精算の節徳分の三
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分の一苗立之を正敷為替屋等へ相預（ナ可申最是に生ずる利足は株金の高に応じ分配可致
事
第 26 則
ー
会社損益の有無弐季勘定表駅逓御寮へ明細書御届申上且新聞紙等にて公告可致事
第 27 則
ー
諸帳面の製し方並に書載の方は総て頭取の考案に随ひ其式を一に定め諸入費の計算厳
粛の制を設け且証拠となるべき簿冊並に会社の往復文書一切年月日部類を分ち之を会社
に蔵すべき事
?
28 則
1 出納帳及び其他諸帳面は尤も書載を明瞭にして常に管轄御寮の士官方検閲の易き様且
社中関係するものに疑ひ無之様平日其場所へ懸置可申又訊問の事あらば引受の者各明了
之を説明すべき事
第 29 則
ー
会社の費用は勉て之を省略し社中一同質素相守り会合の時と雖も奢｛多を禁じ会社の目
的を盛大に達せしむべきを一同厚く心懸可申事
?
30 則
実際施行の際に方り不都合の条々有之時は此規則改正増補するは社中協同の上妨無之
然れ共之を改正増補する時は駅逓寮の承認を可受事
右之条件社中ー同其身其子孫後見人代判人其他会社に関係する者悉皆之を可遵守磋も違犯
致間敷旨各々手書の氏名実印を調候事柳相違無之此規則書弐通に認め其壱通は駅逓御寮御
検印の上之を会社に蔵し外壱通は奉呈而他日の保護に供候事
明治5壬申年6月
ー
???????
市兵衛
八右衛門
仁三郎
弥兵衛
甚兵衛
ー
陸運元会社定款
内地二属スル水陸普ク運輸ノ便ヲ起シ郵便御用ヲ達シ公私諸物貨ノ交疏通商ノ利ヲ計
ラン為メ駅逓寮ノ御允許ヲ得同盟会議シテ左ノ条款ヲ決定セリ
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第一条
1 当会社ハ陸運元会社卜号シ本社ヲ東京二据へ沿道幅艘ノ地二出張所或ハ分社取扱所ヲ
設ケ牛馬舟車ヲ役シ物貨遅滞ナク運輸スルヲ以テ本業卜致シ候事
第二条
1 当会社ハ駅逓寮ノ管轄ニシテ社中ノ規則取扱ノ方法会計ノ簿冊常二同寮ノ監護検閲ヲ
受ベシト雖トモ社中ノ者身分ハ地方官ノ管轄ニジテ其身家二起）レ一切ノ事且会社二生ス
ル紛議卜雖トモ其裁判ハ管轄庁へ可願出事
第三条
1 通貨物貨運輸ノ賃銭ヲ定メ是ヲ変更スルトキハ総テ駅逓寮ノ検査ヲ得テ後取極可申事
第四条
1 陸運元会社卜刻スルー箇ノ印ヲ製シ各所取引誓約書其他ノ文書二至）レ迄一切是ヲ用ヒ
可申事
但各出張所及ヒ其他ノ分社取扱所二於テモ各通印ヲ製シ元会社同様可致事
第五条
1 当会社ノ株主中ヨリ頭取副頭取各ー名宛公撰ヲ以テ推挙シ会社一切ノ事務ヲ総管セシ
ム勤仕ノ期限ハ三ケ年ヲ以テ相定メ可申最モ社中ノ望ニヨリ幾期ラ重ネテ勤ム）レトモ妨
無之事
但シ副頭取ハ会社ノ都合ヨリ幾名ヲ挙ルモ妨ナシトス然）レ時ハ第一等第二等ノ階級ヲ
以テ区別可致事
第六条
1 会社ノ都合事務ノ模様ヲ計リ分課ヲ定メ課長等ノ役々ヲ配置シ正副頭取ノ外役員ノ撰
挙褒貶醜捗ハ総シテ頭取ノ特権二任ス可キ事
第七条
1 社中ノ会議ハ年一度トシ其月日地所ヲ定メ前以テ株主中へ報知スヘシ最モ大事ヲ決ス
ルトキハ臨時ノ会議ヲ開可事
第八条
1 会議ノ節自身出席シ難キ者ハ委任書ヲ以テ同社ノ者へ名代ヲ託スヘシ自ラ出席セス又
名代人ヲ命セサル者ハ決議ノ後其可否ヲ論弁スベ｀カラサル事
第九条
1 凡テ社中ノ衆議ヲ決スルハ社中三分ノニ以上ノ同説二従ヘシ若シ議論両岐二分レ其異
264 
明治初年の陸運における共同企業（津川） 519 
同数モ亦等分ナルトキハ頭取ノ同意スル方ヲ採テ之ヲ決定スヘキ事
第十条
1 会議ノ節論説異同ノ数ヲ定ムルハ株主ノ人員二関セス其株金ノ員数ヲ以テスヘシ故百
円壱株ヲ所持スル者ヨリ千円ヲ出シ十株ヲ所持スル者九倍ノ権利コレアル事
第十一条
1 会議ノ節議論区々ニシテ其結末決定致兼侯．トキハ一旦其席ヲ解キ各良否ヲ勘弁スヘシ
這議ノ節ハ自身出席不致候トモ其意存必書面ヲ以テ可申出事
第十二条
1 会社定格ノ事務ハ頭取之ヲ専断執行スヘシ新ニー業ヲ起シ社法ヲ変更スルハ社中ノ会
議二可決事
第十三条
1 社中ノ者定款二背キ或ハ会社ノ規則二随ハサルトキハ正副頭取合議ノ上社中二明告シ
速二会社ヲ脱セシメ且其科ニヨリ相当ノ過怠金ヲ可命事
第十四条
1 社中ノ者当然ノ事務ヲ怠リ或ハ私欲ノ所為有之トキハ社中ノ衆議二随ヒ之ヲ胤正シ之
ヲ譴責シ或ハ之二償金ヲ命シ其者当識年期中タリトモ速二之ヲ免シ其次第ニヨリテハ駅
逓寮亦ハ地方庁二訴出シ可仰公裁事
第十五条
1 社中一切ノ者隠二諸規則二背キ奸偽ノ所為有之ヲ見聞スルトキハ其由頭取へ明告シ決
シテ之ヲ黙許シ或ハ之ヲ覆フヘカラサル事
第十六条
1 万一正副頭取ノ中社中卜紛争ヲ生ルトキハ雙方共社外ノ者両名以上ヲ撰ミ取扱人トナ
シ其衆説二就テ判定スヘシ若マタ取扱人了シ能ハザルトキハ其次第ヲ詳記シ官裁ヲ仰此
定款卜議定ノ規則二就テ公正ノ可請裁決事
第十七条
1 当会社ノ資本金ハ百円ヲ以テ壱株トス故二株金弐百円ヲ出ス者ハ弐株ノ持主ニシテ三
百円ヲ出ス者ハ三株ノ持主ナリ故二壱名ニテ幾株ヲ所持スルトモ決シテ妨ナシ然レトモ
其人平素ノ行状社中二不可列者ハ仮令百円以上ノ出金ストイヘトモ入社セシムヘカラス
勿論何等ノ人クリトモ百円以下ノ出金ニテハ会社ノ株主卜不可成事
但馬車或ハ牛馬及ヒ船舶其他公舗倉庫等都テ会社必用ノ物品ヲ以テ入社ヲ請フ者之ア
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ルトキハ社中合議ノ上其物品ヲ公価二定メ社中へ買入其価ヲ以テ何個ノ株主トナスへ
キ事
＇第十八条
1 総テ株主ノ出金会社ノ本帳二相記シ是レニ割印シ正副頭取ノ内一名並会計課ノ者ー名
検印ノ上株証文ヲ出金主へ渡スヘシー旦本帳へ記載シテ株証文ヲ受取侯上ハ当社開業ノ
資本金二付社中一同協議ノ上解社ノ時ニアラサレハ其本金ハ不返事
第十九条
1 株主自分ノ都合ニヨリ其株証文ヲ他へ譲リ或ハ売渡シ候節ハ其証文書替可申右書替夕
ル証文ヲ受取モノハ正敷会社ノ株主トナルヘキ事
但シ右株証文ヲ譲リ或ハ売渡シ質入ニスルトキハ必正副頭取ノ承認ヲ受ヘシ若シマタ
正副頭取二告ゲズ私二売渡シ又ハ質入書入ニス）レ者ハ至当ノ償金ヲ命スヘキ事
第二十条
1 従来飛脚卜称シ候者及ヒ川陸トモ物貨運送ヲ以テ営業卜致シ候者当社へ合併申入ルト
キハ明治六年太政官第二百三十号公布二基キ当社規則’二照シ合併或ハ入社致サセ又資本
ノ薄キハ仕役人卜見倣シ世経ノ営業相立候様百事公平二熟談懇議ヲ尽スヘキ事
第二十一条
1 元社及ヒ各出張所トモ年々十二月ヲ以テ勘定限月卜定メ総計精算シ之ヲ元会社二取纏
メ其所得ヲ平均シ出金高二分賦スヘシ故二株金ヲ増加スルモ十二月中二可限事
第二十二条
1 元社総財本ノ取締ハ正副頭取常二之レヲ掌ルト雖トモ日々ノ出納ハ別二会計役ヲ撰ミ
取扱スヘシ尤正副頭取ノ検査無之分ハ決シテ出納スヘカラサル事
第二十三条
1 当社総鉢二生スル所ノ利益ヲ以テ諸入費ヲ仕払其残高ヲ三分ニシ其ニヲ株金高二分賦
シ三分ノーハ非常予備金トシテ之ヲ積立正敷銀行へ預ケ可申尤之二生ル利息ハ当社益金
ヘ結ヒ込ミ出金高二応シテ分配可致事
第二十四条
1 当社事業不得止次第ニテ損失打続負債多二相成既二会社分散二可及ノ場合へ立イタル＿
時ハ其節会社存在ノ金銭ハ勿論家蔵雑具二至ルマテ悉ク金主等ノ立会ヲ以テ入札ニイク
シ其代価ヲ金主並引負相成候向へ公平二分配可致其他会社上二関係無之一身上二属スル
家財ハ一切会社ノ分散二関係無之事
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第二十五条
1 当社期限二至リ或ハ時勢ノ転遷二随テ自ラ当社廃業二及フ時ハ社中一同協議ノ上積金
ハ不申及会社二属スル家蔵諸器械及ヒ雑具二到ル迄売却シ株金ノ多寡二随ヒ公平二分配
可致事
第二十六条
1 株主ノ内家財分散ノ事二及フトキハ株証文ヲ社中其外望ノ者へ広ク入札払二致シ売却
ノ上分配スヘシ尤会社ノ都合ニョッテハ株証文ヲ買上｝レ事モ可有之事
第二十七条
1 頭取ハ株金ノ外勤役中五百円以上副頭取ハ三百円以上証拠金トシテ差出スヘシ尤右金
子ハ確実ナル銀行へ駅逓寮ノ調査ヲ受ケ相預ケ同寮卜当人ノ証印ヲ以テスルニアラサレ
ハ預証文ヲ持参スルトモ決シテ渡スヘカラサル旨堅条約イタスヘン尤右預ケ金二生ス）レ
利息ハ差出人ノ可為所有事
第二十八条
1 正副頭取以下ノ役員タリトモ夫々相当ノ証拠金ヲ差出サセ会社二預リ前ノ仕法二可准
事
第二十九条
1 正副頭取其他共証拠金差出シ置候者奸偽私欲ノ所為有之時ハ社中合議ノ上其証拠金ヲ
取揚ケ且相当ノ償ヒ金ヲ命スヘキ事
第三十条
1 社中ノ者不法ノ所業ヨリ会社ノ大損失ヲ生スル時ハ其本人ノ株金及ヒ身元金ヲモ出ス
ハ勿論次第ニヨリ管轄庁ノ公裁ヲ仰キ其損失ヲ償ハシムヘキ事
第三十一条
1 会社二生スル損失ハ其事実明白ニシテ頭取其他ノ役二任スル者ノ不束ヨリ生スルニア
ラサレハ其証拠金ハ取揚サル事
第三十二条
1 会社損益ノ有無年々勘定表駅逓寮へ明細書記シ御届申上且新聞紙等ニテ公告致スヘキ
事
第三十三条
1 諸帳面ノ製シ方及ヒ書載ノ法ハ総テ頭取ノ考案二随ヒ其式ヲーニニ定メ諸入費，計算
尤厳粛ノ制ヲ設ケ且証拠卜成ヘキ簿冊並会社往復文書共年月部類ヲ分チ之ヲ会社へ可蔵
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事
第三十四条
1 出納帳及ヒ其他諸帳面ノ製方ハ最モ書載ヲ明瞭ニシ常二駅逓寮ノ士官方検閲仕易キ様
且社中ノ者疑惑無之様致スヘシ又訊問ノ事アラハ引受ノ者明了之ヲ弁説スヘキ事
第三十五条
1 会社ノ費用ハ勉テ是ヲ省略シ社中ー同質素ヲ相守会合ノ時卜雖トモ奢靡ヲ禁シ極テ会
社ノ目的ヲ盛大二達セシム可キヲー同厚ク心掛ヘキ事
第三十六条
1 当会社ハ本年ヨリニ十五年ヲ以テ期限卜定メ其期二至ルトキハ第二拾五条解社ノ法二
金銭ハ不及申諸器械二至ル迄公平二之ヲ分配シ正シク解社可致亦其時宜ニヨリ社中ー同
改メテ結社向後幾年間営業可致儀衆議ー決ノトキハ株金ノ数ヲ定メ諸規則ヲ改正シテ更
二公允ヲ可受事
但其期二至1)退社致度者ハ其当人ノ望可仕事
第三十七条
1 此定款ハ改正期限中可遵守者卜雖トモ社中ノ集議二依テ何時ニテモ増補スルヲ得ヘシ
尤其改正ノ条款ハ必駅逓寮ノ公認ヲ可受事
右之条款現今会社二列スル株主会同合議ノ上確定候条今後会社二列スル株主共其身其子孫
及ヒ後見人代理人其他此会社二関係セルモノ皆能ク之ヲ遵準塞モ乗戻スヘカラサル事
此会社定款ハニ通二認メ其ー通ハ御検印ノ上之ヲ会社二蔵シ此ー通ヲ奉呈シテ他日ノ保証
二供シ候也
明治七年三月
陸運元会社
以上に見られる通り， 「定則書」は全条30則， 「定款」は37条からなり，後
者がより詳細にはなっているが，その内容および配例はほとんど同じで， 17の
部分からなっている。
いまこれを，改正国立銀行条例の銀行定款雛形(4)の項目と対比してあげる
と，
〔陸運元会社定則書〕
(1) 名称および目的（第 1則）
〔国立銀行定款雛形〕
(1) 銀行名号ノ事（第 1条）
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(2) 所轄官庁（第2則） (2) 本支店設置ノ事（第2条）
営業に関する規定（第3則） (3) 資本金ノ事（第3・4条）
(3) 運賃の決定と変更（第4則） (4) 株式券状ノ事（第5・6条）
印証（第5則） (5) 頭取々締役選挙ノ事（第7~12条）
(4) 役員の定数と任期（第6・7則） (6) 総会ノ事（第13~23条）
(5) 会議の決定方法（第8則） (7) 株主発言投票ノ事（第24~26条）
(6) 頭取の所轄事項（第9.10則） (8) 諸役員ノ事（第27~29条）
(7) 罰則（第11~13則） (9) 営業一般ノ事（第30~32条）
(8) 紛争の処理方法（第14則） UDl 利益金分配ノ事
(9) 株主•株金・議決権·株証文（第 Ul 諸計算ノ事
15~17則） U2l 株主へ報告ノ事
(10) 損益金の分配（第18則） U3l 平穏鎖店ノ事（第33条）
Ul 株式の譲渡と書替え（第19則） (14) 銀行定款更正ノ事（第34条）
U2l 各種証拠金（第20~24則）
U3l 積立金（第25則）
閥損益の公告（第26則）
U5l 諸帳簿・文書の保管（第27・28則）
US) 執務心得（第29則）
(1) 規則改正の手続（第30則）
もちろん「定則書」を「雛形」のように整理することは出来るが，逐条的に
みると上記のような順序で，同じ項目にまとめうるものが前後とびとびに配列
されている。これによってみると，今日の株式会社定款にのす絶対的必要事項
のうち資本総額と本・支店の所在地の記載をかいている。いますこし必要事項
を詳細にみよう。
(1) 名称-当初陸運元金会社の商号で出発し明治8年4月内国通運会社
と改名するまでこの商号を使用した。改名の事情は，
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内務省伺(5)(前略）追テ本文ノ趣御制可相成各駅陸運会社解散仰出侯上ハ，！陸運元
会社之称号ハ不都合ノ様被考侯二付，内国通運会社卜改称致シ度旨内願候，右者内願
ノ通リ聞届可申哉卜存侯此段併セ相伺ヒ申侯。
とあるように，内務省布達8年 4月30日，甲第7号の陸運会社解社令の出され
たことによるものと， これはのちに政府自身がその否を認めた， 「政府の強
制」の強すぎたこと，特定の会社の保護ー陸運会社ーに対する批判と水運にも
進出しようとの意図をも合せ考應してなされたものであろう。すなわち
布告(6) 12月5月3日第16号
明治6年6月第230号布告自今相廃候此旨布告候事
内務省伺(7) 12年3月29日
明治6年第230号公布ノ儀ハ，当時二在ッテハ緊急ノ法令二有之侯処，目今ニイタリテハ． 
右御布告中，陸運元会社（現時内国通運会社）へ入社或ハ合併云々ノ如キ文意ハ，頗ル穏........... 
妥ナラサル哉二被相考候，殊二海運二至リテハ何等ノ制モ無之，単二陸運ノミニ其制ヲ被
置侯テハ不権衡二有之侯条，右公布自今被廃候方可然存侯間，至急稟議ノ上御発令相成候
様イタシ度，御布告案相副此段相伺侯。 （傍点筆者）
と， 「各地飛脚卜称シ漫二相賃運送……一切禁止云々。」の第230号布告は不
権衡で「習二其徒法二属スルノミナラス適々其害ヲ見ル」にいたったので，布
告の廃告を出さなければならなかった事情も加わっての改称であった。
(2) 本・支店の設置ー一「定則書」にはこれに関する記載はかいている。
「定款」においては，若干あらためられ， 「本社ヲ東京二据へ沿道輻躾ノ地に
出張所或ハ分社取扱所を設ケ」となっているのみで，具体的な記載はない。こ
のことは，全国に交通網をはる必要のある斯業にとっては無理からぬことで，
出張所あるいは分社・取扱所に関しては他の規則にまたなければならなかっ
た。すなわち明治 7年の「陸運元会社事業区分規定」 Cs)がそれである。
陸運元会社事業区分規則
1 当陸運元会社ノ事業ヲ各地二於テ取扱ベキ者ヲ区分シテ其名号ヲ定ムル事左ノ如シ
出張所分社取扱所仕役人
右二記載スル名号ハ其事業ヲ執行スルニ其制限卜元社二関係ノ多寡二就テ生ズルモノナ
リ故二今其条目ヲ葱二掲グ
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出張所
1 出張所ハ各地ノ繁富商工物産ノ模様二因テ元社ヨリ其地及ピ他方ヨリ能ク本業二熟達
シ廉直ニシテ算勘アル人ヲ撰ミー区ノ舗店二当ラシメ其舗店二於ル本社一切ノ事業ハ是
レニ任ジテ掌シムルヲ以テ之二生ズル得益ハ総テ元社二納メ又其損失ハ都テ元社ヨリ弁
給支償スルモノトス
分社
1 分社ハ出張所卜同ジク各地ノ模様二因リ元社ノ事業一部ヲ分テ之ヲ其地二住スルー個
ノ株主二任ジ当ラシム
1 元社ハ国内郵便役所及取扱所コレアル地ハ普ク往復シテ互地ノ物貨ヲ運送スルヲ事業
トス故二公私便利ノ為メ遠近ヲ論ゼズ都郵ヲ撰バズ喩へ枝道ノ末線二僻スルー市一村モ
亦皆貨物運送ノカヲ達スベキヲ目的トス然レトモ国土ノ広キ村落ノ多キ決シテー会社ノ
力逮二之二及プベカラズ是各地二分社ヲ建ツル所以ナリ
1 分社ノ当ルベキ事業ハ故二分テ両段トス其一段ハ本枝二拘ハラズ元社ヨリ連月期日ヲ
定幾回ノ往復便ヲ開キ喩ハ東京ヨ＇)函館西京ヨリ長崎二達スル道筋ノ如ク定期運送ノ方
ヲ以往復セシムル貨物ハ元社ノ本務タレバ是へ差出ス物品ハ皆元社ノ責ヲ任ジテ取扱ヒ
是ヨリ収ムル運賃ハ都テ元社へ可相納又他ノ一段ハ元社ノ定期運送無之枝道及近傍市在
ヘ臨時運送スベキ物貨ニシテ元社ノカ反テ之レニ任ジ難ク且其分社ノ近傍等ニシテ危難
損失ノ患無ク弁償ノ責モ要セザルガ如キモノヲ取扱運送スルヲ云フ故二第二段ヨリ得Jレ
処ノ運賃ハ分社二収メ是ヨリ生ズル損益合計ハ元社二於テ関係セザルモノトス然レトモ
第二段ノモノヲモ危難損失ヲ請合フトセバ其請合準備金ノ額ヲ積ミ元社ノ承知ヲ得テ之
ヲ行ヒ且元社ノ物貨取扱規則ヲ遵準スペシ然ルトキハ其会計ハ元社二於テ関ハラズト雖
トモ其責ハ元社ニテ引受ベシ
1 第一段ノ取扱ハ全ク元社ノ務二任ズル者ナレバ是ヨリ生ズル利益ハ都テ元社二衆テ後
各地ノ総所得卜諸所費ヲ較計シテ元会社定則第八条ノ如株主一体へ分配スベキ利益トナ
ス然トモ其分社二於テ収ムル処ノ運賃総計何分ノーヲ手数料トシテ元社ヨ l)渡スベク又
分社ヲ任ズル株主元社ノ役員ヲ勤ルトキハ其等級二随テ当然ノ俸金ヲ請取ルベシ
1 分社ノ事務ヲ任ズル者ハ其地事業ノ模様二随ヒ何株以上ノ株主二限ルベシト議定スル
ハ元会社会議ノ時二之ヲ定ムベシ故二之ヲ拒ム者ハ分社ノ事務ヲ任ズベカラズ
取扱所
1 取扱所ハ唯元社及ヒ分社二托シテ運送セシムベキ物貨ヲ請取置キ又運送シ来リシ物其
地或ハ近傍へ配達シ併セテ伝送ノ中人馬ヲ供給スルヲ業トス故二元社ノ株主クラザルモ
其地ノ住人ニシテ身元アル者ナレバ是二当ルヲ得ベシ然レトモ元社及ヒ分社二於テ難事
損失ノ弁償ヲ請合クル物貨ノ配達ヲ委任スルヲ以テ身元正敷者卜雖トモ引請証人ヲ立弁
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償二充備スル証書ヲ差出スベシ
1 弁償二充ル証書ヲ元会社エ差出スヲ以テ通例トスト雖トモ某地ハ何十円以上ノ引当証
書卜元社ノ会議二於テ論定スベシ又其人ノ望ニョリ身元金何十円ヲ元社エ預ケ引当証書
ノ外二差出ス時ハ其元金ノ六分以上ノ割合ヲ以テ利足ヲ生シ之ヲ差出人工年々相渡スベ
シ
1 元社ノ会議ヲ以テ取扱ヲ免シ或ハ本人ノ願ヲ以テ取扱人ヲ辞スルトキハ其身元金引当
証書速二之ヲ差戻スベシ然レトモ事務取扱二就テ不法不正ノ筋有之会社ノ損失ヲ生スル
事アルトキハ其身元金引当物ヲ以テ償ハシメ若シ引当物ノ数二諭ヘタル損失ヲ生ズルト
キハ引当物ノ全金高ヲ元社二没入シ或ハ其次第二因テハ引受人ヨリ弁償金ヲ出サシムベ
シ
1 元社或ハ分社へ其取扱ヒタル物貨ヲ渡シ其証書ヲ請取ラザル間ハ其物貨二生スル難事
ハ取扱所ノ責タリ故二是ヨリ損失ヲ生ズル事アラバ元社或ハ分社二委セス其取扱人専ラ
之二当テ弁ズベシ
仕役人
1 仕役人ハ元社及分社二於テ運送ノ物貨ヲ宰領セシメ或ハ各地二於テ従前今後物貨運送
ノ飛脚タル者其力元社ノ株主クルヲ得ザル者元社或ハ分社二依頼シテ仕役人トナル者ヲ
云フ
1 此仕役人トナルベキ者ハ必ズ金弐十五円以上ノ身元金ヲ其仕役ヲ依頼スベキ元社或ハ
分社へ差出シ且其引請人ヲ立ベシ
1 本道等元社ノ定期運送有之道筋工別二己レノ都合ヲ以テ十里以外二物貨ヲ運送シ或ハ
元社ノ荷物二宰領クルハ元社ノ頭取ヨリ免許ヲ得或ハ其信任状ヲ得タル者二限ルベシ
1 各地二於テ元社或ハ分社二依頼シ物貨運送ノ飛脚タル者ハ近傍地方二難事弁償ノ約束
無之分ハ運送スベシト雖モ若元社ノ荷物取扱規則二準ジ其弁償ヲモ引請ケ取扱ハント欲
スル者ハ別二弁償準備金ヲ元社二預ケ且其準備金二諭ヘザル金高ヲ引請ケ運送スベシ然
ルトキハ元社ヨリ其分二限リ弁償ノ責二当ルペシ
1 差出シタル身元金及預ケクル準備金ハーケ年六分以上ノ利息ヲ生セシメ其利息ハ本人
ノ所有トナスベシ
1 仕役人ハ所管会社ノ頭取ヨ 1)放免スル事アルベシ而シテ事務上不法不正ノ所為アル為
メニ損失ヲ生スルトキハ身元金ヲ以之ヲ償ハシメ猶不足アルトキハ引受人ヨリ之ヲ弁償
セシムベシ
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1 分社二於テ依頼ヲ受ケタル仕役人モ其姓名貫藉等ヲ詳記シテ元社二必ス報知アルベシ
右ノ条件会同衆議ヲ以確定シ 且官ノ御承認ヲ得タル故二会社二在テ業ヲ執ル者ハ屹度
是二遵準シ犯違不可有之也
明治七年月
陸運元会社
(3) 資本金一ーすでに述べた通り， 「定則書」 「定款」ともに資本総額の
記載をかいている。株式発行数も確定しておらず，「定則・定款」によるのみで
はその総額は判明しない。会社設立時は資本金 5万円， 500円株， 100株発行を
予定し，間もなく額面の大なるを改めて，同資本金額で 1株を200円とし250株
発行と改めた。明治 6年に資本金を10万円に増額し，株式を募集したが，引受
株272株，合計 54,400円にしか達しなかった。さらに明治 7年には， 「定款」
の改正にみられるように 1株100円とし， 8年 4月までに株主127名，引受株数
673株，払込資本額67,300円となり，いずれの場合も株主総会の承認をうるこ
となく， 頭取あるいは役員が駅逓頭との話し合いで諒解を求め， 自由に決定
することができたとしている。ちなみにおもだった株主をあげると次の通りで
第3表明治7年1月ー 8年4月株高調
東京・東海道筋 尽． 都・大 阪
14,600円 吉村甚兵衛 1,000円 西京吉村甚三郎
5,400 武田喜右衛門 1,000 同 堀尾新三郎
2,000 佐々木荘助 2,000 大阪大森総右衛門
2,400 島谷佐右衛門 1,000 ” 山田かね
6,000 村井弥兵衛 1,000 ” 近藤弥左衛門
1,500 不 明 1,000 ’ 飯塚久右衛門
1,000 阿久津若目田久庫 1,000 , 山中重右衛門
800 勝元亦蔵 1,000 II 竹畑平右衛門
700 岐阜分社 1,000 II 山田七兵衛
600 小津善兵衛 600 大阪社中
400 14 名 大阪川島利八
300 2 名 1,200 京都安田八三郎
200 34 名 100 大阪荻野新平
100 51 名 100 ” 土田岩蔵
273 
538 腸西大學『網済論集』第15巻第4.5.6合併号
ある (9)。
資本金総額を定款に記載せず，その総額およびー株の金額を随時に変更しえ
たことは疑問の残るところである。国立銀行条例 (10)では，第五条において株
高を定規し， 「国立銀行元金ノ株高ハ百円宛ヲ以テー株トシ」ているし，第六
条の銀行元金高の制限において， 「凡ソ国立銀行ハ人口十万人以上都会ノ地ニ
於テハ五拾万円以下ノ元金ニテハ創立スルヲ許サス，尤十万人未満一万人以上
ノ地ナラハニ拾万円ノ元金ニテ取建ルコトヲ得ヘシ。但一万人未満三千人以上
ノ地ナラハ大蔵卿別段ノ詮議ヲ以テ五万円マテノ元金ニテモ取建ルコトヲ許ス
コトアルヘシ。」と資本金最少額を規定している。なお他の事例によってみる
も明治 8年 4月の「米穀相場会社創立準則」(11)では，資本金増額については，
第18条で「其資本金高ヲ増加セント衆議決定ヽンタルトキハ頭取・肝煎ヨリ其趣
ヲ地方官へ上申シ国債頭ノ承認ヲ得テ株主等二増株書込ミノ事ヲ通知スベシ云
々」と規定し，増額のための手続を明らかにしている。また 9年8月の「米商
会所条例」 (12)には，第二条会所創立の手続の中で， 「第一節 米商会所ヲ創
立スルニハ発起人十人以上ニシテ資本金ノ総額三万円以上タルヘシ」 「第二節
資本金ハ百円ヲ以テー株卜定メ発起人総員ニテ必資本金総高ノ半額以上二当
ル株数ヲ所持スヘシ」と発起人員数，資本金最低額，発起人の所持すべき株数
等をそれぞれ定規しているのである。しかし陸運元会社の場合には，もちろん
斯業に関する条例が出されたわけでもなく，時期的にもいまだ諸制度の未確定
時にあり，その企業の内容も一方は金銭ならびに信用を中心とし，会社のより
確実なることを期さなければならなかったにしろ，陸運元会社においても政府
ならびに庶民の信書・金品を逓送する業なれば，その信用を確実にしなければ
ならぬ必要は同様にあったと思われるが，この点なおあいまいな措置しかなさ
れなかった要因はどこにあったのか不明である。
(4) 株主， 株券， 譲渡—株主の資格については別に定めたところがな
い。ただ「平素の行状社中に不可列も9の」と株金以下の出金をなすものは株主
とはなれないことを規定している。しかし明治 6年6月30日の駅逓頭からの通
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達第405号により，各地の飛脚と称する物貨運送業の禁止により，それらの者
のうち，元会社へ入社あるいは合併を申し出る者の扱いのために， 「入社規
則」 (1s)を作成し，それぞれの出金額に応じてー等社員から五等社員までの区
別をさだめ，二等社員までは株式所有の必要ありとし，他はその必要なしとし
た。一等社員としては， 「金200円を以て一株とし，其出金の多寡に応じて其
株券を付与」されるもので，年々株高に応じて損益金の分配をうけるいわゆる
株主である。二等社員もこれに準ずるが，三等社員は株金ではなく，百円以上
の証拠金を出し，元会社の名称を以て営業することはできるが株主ではないと
の取極めである。これによると株主でなくとも社員にはなれる。さきの事業区
分規則の区分によれば，ー・ニ等社員は株主で，自己の計算によって運送業を
営むことを許される分社，三等社員以下は取扱所にあたるものである。したが
って後者は「定則書」の一株の金額以下の出金をなすものに当る。また「定
款」によると，馬車，牛馬，船舶，公舗，倉庫その他会社必用の物品等，現物
出資者も株主となりえ，その場合は社中合議により価格を決定し．評価価格に
よってそれに見合った株数の株主となることが付け加えられている。
株券についてはなんらの規定もない。当初は「株切手」 「株証文」， 内国通
運会社時代になって「株敷券状」 「株式券状」の文字と呼称が用いられるよう
になった。譲渡および書替えについては第19則に規定されており， 「株敷券
状」の表にも， 「此券状ヲ譲渡サント欲セバ本社へ持参致ス可シ於本社至当ノ
検査ヲ遂ケ此券状裏面ノ枠内へ正副頭取等記名調印済クル后チ」に差し戻し譲
渡が計されることになっていた (14)。
(5) 役員一—ー元会社の役員は定則書によると頭取・副頭取および監定役の
三役の規定がみられる。前者については第6則において，株主中より公選によ
ってえらぶことになっており，他の例に見られるような持株数による資格の制
限は規定していな＇い。後者についても第 7則の定めるところでは同様である。
しかし持株数何株以上との制限はないが， 第20則において勤役中（頭取・副頭
取の任期は3年，重任を妨げない）は証拠金を差出し，駅逓寮の許可を得た確実な
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銀行（為替屋）に預金しておくことが規定されている。証拠金の拠出は正・副
頭取，監定役員のみに課されたものでなく，会計担当者その他株主の任ずる役
に限らず，手代等においても責任の重い業務にたずさわる時，さきに述べた三
等社員以下の取扱所にあたる，駅会社，各地取引会社等にも業務契約証拠金を
差し出させ，本人の不始末によって生じた損失の埴補にあてることが規定され
ている。
ところで，副頭取は会社の都合により幾名をあげるも妨なしと規定し，実際
に会社設立時には頭取吉村甚兵衛，副頭取佐々木荘助，武田喜右衛門，河村幸
の三名をあげ， 6年6月には副頭取を廃止して，正・副社長の名称で，社長武
田喜右衛門，副社長佐々木荘助を任じているが， 7年の「定款」には社長の職制
に関する規定はなく，暫時の間にもとの職制にもどし，副頭取にさきの正副社
長2名を任じている。 (s) 役員の所轄事項については，第 6・7則および第 9
・10則ならびに第11~13則に定められている通り会社一切の庶務の総括， 執
行，事務の分課および罰則の実施を行なうことであり，これと関連して第15則
には，正・副頭取と社員との間に紛争が正じた時には，双方とも社外から 2名
以上の仲裁人をたてて争議を解決すること，なお和解のないときは官裁すなわ
ち裁判をまつことが規定されているのは他の定款にはみられないことである。
(6) 株主総会一一「定則書」には株主総会ならびに株主の権限に関しては
詳細な規定がなく，会議の決定方法と株主の発言権は第16則に，ー株ごとに一
個の発言権のあることがもりこまれている。第 8則の会議とのみ記して，役員
会議とまぎらわしいものであるが，これは後の「定款」に照らして株主総会を
さすことは明らかである。すなわち「定款」第7条から第11条にあげる会談に
関する規定の第11条と「定則書」第8則は同文で，第7条には， 「会議ハ年一
度トシ其月日地所ヲ定メ，前以テ株主中へ報知スヘシ」とあることによるもの
である。また「定款」には，委任状をもって，社中から代理人をたてうること
を規定し，決議方法として社中 3分の 2以上の同意に従うこと，両論あいなか
ばする時は，頭取が決定権を行使しうることにしている。
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第36条において，本年より25カ年と定めている。
(9) 営業に関する規定 最後に営業に関する規定をみると，第 3則に，
とくに郵便ー信書の送達に関する規定をもうけている。これは「定款」では引
り除かれているものである。すでに述べた通り，郵便官営が決定し，前島駅逓
277 
542 開西大學『繹済論集」第15巻第4.5. 6合併号
頭の指導によって，同業結社がはかられ，定則書の作成をみたわけで，なお官
営の郵便事業も本軌道に乗ったとはいえない状態のおりだけに，この一条の必
要性が推察されるであろう。なお第4則には運賃決定・変更について規定され
ているが， これも駅逓寮の検査を必要とし， けっして自由なものではなかっ
た。その他印証に関しては第5則にあぐるも，その詳細は他の規定にならなけ
ればあきらかになしえない。また営業に関連して，この「定則書」を特徴づけ
るものは，第29則に定める執務心得で， 「定款」に改正されたのちも，そのま
ま同文が第35条におかれている。すなわち質素倹約を旨とし，会社の目的を盛
大にするよう奮励努力せよということで，新興の意気にもえる当時の雰囲気の
おりこまれていることを感じる次第である。
なお営業に関する規定の細則は，各種営業規則の制定になったが，内国通運
会社時代に制定された諸規則中，重要なものは，
〇事業区分条例（明治9年8月28日立案認可）
〇諸物貨取扱規則（明治9年4月立案， 7月31日認可）
〇公私諸荷物継立規則（明治7年9月立案8年5月5日認可）
〇水路運漕規則（明治9年1月4日立案10月12日認可）
の4種であるとされている (17)。これ以前，元会社への合併入社勧誘にあたっ
て配布されたもので，兵庫県西宮市塩瀬町生瀬，浄橋寺に保存される諸則をあ
げると。
〇金子入書状逓送配達心得（明治6年6月）
〇諸物貨差立受渡方法（明治6年10月）
〇陸運元会社諸物貨取扱規則（明治6年10月）
〇各地継立取扱申合規則（明治7年） ?
〇陸運元会社定款（明治7年3月）
〇公私諸荷物継立規則（明治7年9月）
〇内国通運会社之中天災非常難事之節共救及約定人馬救助貸附金方法協議書
（明治7年10月）
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〇真誠講申合書（明治7年）
〇内国通運会社旅行案内切手（明治7年）
の9点がある。冗長にわたるが，それぞれの規則をあとに収録する。
註(1) 「社史」 p.128~134 
(2) 国際通運株式会社史 p,73~80 
(3) 酉宮市塩瀬町 浄橋寺所蔵文書による
(4) 明治財政史第13巻 p.182~189 
作道洋太郎 「国立銀行の成立過程」
一明治前期における定款の原文とその解題一
大阪大学経済学 11ー 1.2号
同 「私立銀行の成立過程」
一明治中期における定款案の原文とその解題一
パンキング159号
(5)(6)(7) 法規分類大全運輸門駅逓陸運営業 p.373 
(8) 浄橋寺所蔵文書による
(9) 国際通運株式会社史 p.81~85 
UOl 明治財政史第13巻 p,31~57 
Ul 同準則による（筆者所蔵）
(12) 商工行政史上巻 p,80 
U3) 国際通運株式会社史 p. 90~93 
U4l 同上書 p. 154 
U5l 同上書 p. 126 
U6l 同上書 p, 127 
閻 「社史」 p.151~ 
金子入書状逓送配達心得
543 
1 陸運元会社中二於テ，郵便線ノ通スル限リ各地一円金子入書状致逓送候原
意ハ，駅逓寮ヨリ各郵便取扱所へ，月々御渡二可相成飛行脚夫賃銭ノ配達及
ヒ郵便切手売下代金取集等ノ御用向，全国一般元会社へ御委任相成，右二付
郵便取扱所有之地エハ，一月一回ツ、ハ極テ巡行イタシ候故二，此序ヲ以郵
便税貼用金子入書状及ヒ直受金子荷物等合シテ逓送可致趣意ナレハ，海内如
何ナル僻邑ノ地卜雖モ，郵便線ノ通達スル地ハ遅緩ナカラモ不便用事ナシ，
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最モ尋常往復其回数ニヨリ都度々々差加可致送筈二付，商業繁衰二随ヒ往復
度数ノ増減有之ハ勿論ノ儀ニシテ，逓送料ハ素ヨ 1)国内通シテ幸便賃銭ノ定
二候ヘハ，十里二過サル地卜雖モ商用便宜無之地ハ，一月一回ノ外逓送不相
成事二候ヱトモ，当会社へ聯合取結ヒ候社中二於テハ，精々其便ヲ開キ，追
々逓送回数相増候様，左ノ条目ヲ熟知スヘキ事
1 常々定便ノ往復有之地ハ，其回数ノ都度々々全国通信ノ金子入及ヒ直受ノ
金子荷物トモ其時々差立可申，右ハ東西南北其行先地方便ナル会社エ差向候
ハヽ，相互二定式ノ便二逓送シ，定便序無之地ハ，前条二挙ル如ク一月一回
御用便ノ序二可致便用，最モ会計ヲ異ニスル向ハ，右継替賃銭ハ平日申合，
凡里程二引当至当ノ割合ヲ定ムヘシ
1 前書ノ趣意二依テ，各地陸運元会社聯合ノ者申合，互二通路ヲ開キ，其方
法条約ヲ為シ，交際ヲ厚シ，其往復回数ノ度ヲ相増候様心得方肝要二候，尤
定便往復無之枝道会社二於テハ，素ヨリ本道元会社取扱所へ相托シ候方便利
ナルヘシ，夫是其都合ヲ掛酌シ，諸般ノ便用厚ク可心懸事
1 書状封入ノ金子ハ，各地,:__般郵便役所並取扱所二於テ請渡可相成筈，然レ
共之ヲ逓送配達スルハ元会社ノ担当ナレハ，元会社中聯合之者共其時々役所
取扱所ヨリ，金子入書状卜賃銭トヲ定之如ク請取之，自分請ノ品卜併シテ定
便工差立，或ハ御用巡回ノ者エ托シテ可致便理事
但シ元会社エ聯合ノ者無之駅町之在々工配達スル金子入書状ハ，郵便役所
並取扱所工懇約致シ，速達之方法ヲモ設置ヘシ
1 於元会社致立定候金子逓送賃銭ハ，国内通シテ幸便ノ定ナリ，然レトモ両
京ハ八日目二達シ，亦陸前仙台上州高崎ノ如キハ，屡便ヲ通スルトイヘトモ
其他之街道ハ一月六サイ或ハ三サイ，又常二商業之便無之地ハ，一月一回ノ
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外通セサル地モ有之故二，仮令ハ両京仙台等ヨリ，下総国成田或ハ房総ノ如
キ枝道ノ地エ送ル金子早達セント欲スレハ，東京ヨリ別差立卜心得，夫々差
出人工示諭スヘキ事
1 金子入書状配達賃銭郵便所ノ有之地ハ，素ヨリ其配達銭ヲ不受取故二，聯
合同社ハ双方トモ無賃ヲ以配達スルニ定ム，若シ聯合セサル郵便所工配達ヲ
托ストキハ，金子ーロニ付二厘ヨリ少カラス三驚ヨリ多カラス之ヲ差出シ配
達ヲ托スヘシ
1 郵便所無之在村ノ配達ハ，金五十円マテ三銭ヲ以ス，故二此配達料ハ其時
々金子二添テ送ルヘシ
1 差立ノ地二於テハ郷村届先ノ遠近ヲ計リ難シ，故二格外遠方ニテ三銭ヲ以
配達ノシカタキ分ハ，相当ノマシヲ届先ヨリ受取ヘシ
1 郷村ノ配達ハ凡テ幸便ヲ以ス，故二若シ差急キノ金子ハ配達料ヲ受取ラ
ス，別段急配達此届料ハ先取卜朱書ヲ以認ムヘシ，然ルトキハ其地取扱所ヨ
リ態人ヲ以差立，届先ヨリ相当ノ賃銭ヲ受トルヘシ
但万ー不相当ノ賃銭受取トキハ，其次第元会社エ報知スヘシ，然ルトキハ
其過タル賃銭ヲ償ヒ戻サセ申ヘシ
右条目ノ通リ，当会社エ列ス）レ者一同熟知各便理方法ヲ心懸可申事。
明治六年六月
陸運元会社
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諸物貨差立受渡方法
1 元会社ノ定便ハ，金子入書状及ビ直受ノ諸物貨共併セテ逓送致シ，其地ノ
繁閑二随ヒ適宜ノ回数ヲ設ケ往復致候，就テハ右諸物貨受取渡配達等，左ノ
条目二確定候条，当会社二列スル向ハ，一般其規則ヲ守リ取扱可致事
1 定便逓送賃銭別紙ノ通更ニ一定致シ候二付，異同無之様受取可申事
1 駅々取扱所ニテハ，定便通行スル本日ノ時間ヲ計リ，到着スルヤ否取集有
之品々宰領持参ノ取渡帳へ書式ノ如ク書載セ，其取扱所ノ証印イタシ，且渡
物本帳ヘハ宰領ノ受取印為致候上ニテ，其品相渡可申事
但宰領受取印ハ，取渡帳へ元会社通印卜倶二添テ押アルヲ証トスベシ，故
二右通印鑑引合可相渡事
1 駅々取扱所ノ中，逓送ノ品々多分有之繁盛ノ地ハ，分社或ハ重立取扱所ト
ス，故二其品金子ノ訳ヲ送 1)書二認メ，必之ヲ添テ差立可申，尤取渡帳ノ書
式左ノ通
重立取扱所書載雛形
旦 地 名 I 金敷幾ツ合何百園 合送何状拾添目 I 差地 立名 印
右 同 断 I荷敷幾ツ合何貫目 送状添 I 右 同 断
配達所ニテハ，員数ヲ改メ，証印シテ受取ベシ
送立所ニテハ，吾地名二証印シテ差出ベシ
並取扱所書載雛形
誓 地 名 I 金何百圏 何何ノ某ノ某殿行出 翌 地名印此目何匁
何品壱封何貫 何何ノ某ノ殿某行出
I 
右 同 断 I 此目 何百目 I 右 同 断
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配達地受取方右同断 差立方右同断
右勘定表書載雛形
S47 
地 名 I里 程 I賃銭合計 金高品数量目訳
何 地 I二十五里 I合何程
?
五十里
?
金何百何拾園
荷物何貫何百目
同
右差立候也
月日
陸運元会社御中
何駅 分社取扱所
右荷物ノ分ハ，弐十五里ヲ以一区トス，故二以上二十五里毎二定ノ通マスベ
シ
但此勘定書ハ，送状ノ外差立ノ時々屹度相添可申候，若右ノ勘定書相添無
之節ハ，決シテ逓送不致事
1 其分社・取扱所へ可受取品々ハ，取渡帳ノ中吾地名ヲ操出シ，其品金高員
数ヲ引合証印シテ受取ベシ，若又破損不足有之節ハ，其由宰領へ対談致スベ
キ事
但分社・取扱所ノ通印ハ，不同無之様，更二左ノ雛形ノ印ヲ製シ，之卜外
二取扱人ノ小印ヲ調シ可申事
或ハ取扱所
??
?????
??
曲尺
縦七分
横五分
1 取渡帳所持スル共，壱回用ヒ済ノ分ハ，決シテ証拠二不相成，若右様ノ者
有之節ハ，差押屹度取礼可申事
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但定便往復無之枝道御用便ノ儀ハ，重テ相用ヒ候儀モ有ベシ
1 各分社•取扱所ヨリ，定便へ差立候品々，書式ノ如ク取渡帳へ記載ノ上，
之二証印シテ渡スベシ，又可受取品々モ，其帳面二引合，改テ受取ベシ，若
規則二背キ之二記サズ，私二請取渡致ストキハ，其犯セシ賃銭高十倍ノ償金
ヲ差出スベキ事
但取渡帳所持之ナキ者ヘハ，其品々決シテ渡スベカラザル事
1 元会社受次ノ諸物貨逓送賃銭ハ，宰領ノ者へ決シテ直渡スベカラズ，其分
社•取扱所へ預リ置，総計勘定書月々元社へ差送，追テ取立候節相渡可申事
但分社ノ手数料ハ，年分ノ総計ヲ以ス，又取扱所モ之二准ジテ定ムベキ事
先払品取扱心得
1 先払品ハ取遣勘定不都合二付，受取ベカラザル定二候得共，事実不得止ヲ
向ハ，定賃銭ノ外金子ハ弐割，端荷物ハー割，壱駄ノ荷物ハ五分ヲ増ベシ，
然レトモ三府或ハ枝道継換二相成侯分ハ，決シテ受取ベカラザル事
但継換ノ地マデ賃済ニシテ，夫ヨリ先払ハ不苦，仮令バ東京ヨリ紀州和歌
山・勢州松坂・山田等へ贈ル荷物，大阪及ビ勢州ノ本道関四日市等迄ハ，
必賃済ニシテ受取可申，其他此例二傲フベキ事
1 先払品ハ，規則ノ通割増賃ヲ懸合セ，是ヲ送状二記シ，尚取渡帳ヘモ其先
払ノ全高ヲ，必書載セ差立可致事
1 配達所ニテハ，其品卜賃銭トヲ引替二受取預リ置，追テ元社ヨリ取立候節
相渡可申事
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配達物取扱心得
1 配達品ハ，到着ノ節送リ状二引合，送リ状無之分ハ，配達帳二書留配達致
シ，金子荷物トモ総テ受取証書ヲ取置ズベシ
1 当会社ニテ取扱候諸物貨ノ運送賃銭ハ，凡テ其地ノ出張分社・取扱所マデ
ノ賃銭トス，故二書状封入無之金子及ビ定便・間便・並便ノ荷物トモ，其配
達料ハ各市内トモ，遠近二拘ラズ規則ノ通リ差出人ヨリ受取，配達人ノ給料
二充ベシ，但シ取遣勘定可致筈ノ処，其地ノ繁閑二随ヒ，商業往復予メ平均
スルハ当然ノ儀二付，金子ハーロ千円マテ，荷物ハーロー駄マテ，市内配達
社中相互二無出入トスベシ，尤モ以上ノ分ハ定ノ通勘定可致事
但勘定無出入ノ分壱ケ年ヲ試ミ，若シ平均セザルトキハ示談ノ上其足ザル
ヲ補ベシ
1 在村配達ハ，其地ノ便不便ニヨリ，賃銭モ又高低有之，万一過当ノ受取方
致シ候テハ不相済儀二付，郵便金子入書状ノ外配達賃銭ハ，総テ先取二致
シ，配達所ノ便二任スベシ，若又事実不得止ヲ払済ノ荷物ハ，拾貰目マデ大
凡壱里二付五銭ノ割合ニテ受取可申事
但金子ハ定配達料二準シテ受取ベシ
1 配達賃銭払済力先取ノ訳ヲ，其品・金子等へ朱判又ハ朱書ニテ必相記シ，
尚送状ヘモ認込可申事
1 各市在トモ配達料受取済ノ分，後勘定互二混ジ合其手数料不勘，依テ其時
々品物卜同ジク添銭ニシテ，配達地へ送ルベキ事
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継換賃割合ノ心得
1 金子・荷物トモ，継換ノ地ヨリ其算用ヲ分ットキハ，定逓送賃ヲ以大凡里
程二割合可致事
但常二便無之地ハ，御用便ノ序ヲ以逓送致シ不苦事
1 定便ヲ以逓送イタシ候金子・荷物ノ継替銭ハ，元会社ヨリ相払可申事
但定便荷物逓送賃銭ハ，別紙賃銭表二挙）レ沿道丈ノ定二侯条，其他ノ枝
道ハ別賃銭二侯事
無宰領送荷物差立心得
1 無宰領ニテ継送ル荷物差立方ハ，元会社二於テー課ノ目録ヲ製シ，往復自
在二継通相成候様，其方法相設ケ前以分配致置侯間，右目録表へ荷数・量目
•名宛ヲ記シ，且合符ノ中ヘモ惣鉢ノ駄数卜差立地名トヲ記シ，式ノ如差立
ベキ事
但差立方ノ仕様ハ，伝送規則並送目録表ニテ予メ熟知致スベキ事
1 無宰領継通シ荷物，元会社ノ目録ヲ以伝送スル賃銭ハ，総テ元会社ヨリ相
払候二付，分社・取扱所ヨリ差立候節ハ，何地へ何駄差出候旨詳細相認メ，
定便勘定卜混入セザル様部分致シ，総計勘定表月々元会社エ差送リ可申事
1 取扱所ハ勿論分社トイヘドモ，元社頭取ノ承知ヲ得サレバ，区分規則ノ通
受負ノ諸物貨私二逓送スルヲ不可得事
右差立受渡方法社中会議ノ上決定候条，当会社二列スル者堅遵守奄モ違犯ス
ベカラザル事
明治六年十月
陸運元会社
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陸運元会社諸物貨取扱規則
1 当会社へ通貨・物貨トモ逓送御頼入ノ御方ハ，左ノ条件御承知ノ上，他日
云々有之時ハ，都テ之ヲ準トシ御談判被下度事
逓送スペキ荷物ヲ会社へ請取ノ約束
1 荷作リハ極テ厳重ナルベク，且其量目ヲ正フシ，封印ヲ堅フシ，先方届ケ
ベキ方ノ宿所・地名及ヒ姓名ハ最モ詳ナルベキ事
1 通貨ハ正金銀幣紙幣及ビ銀行札トモ，其正品ヲ顕ストキハ，員数ヲ詳記セ
ル正確ナル送リ状ヲ添ベシ，尤其金額多数ニシテ，紙包ノ儘ヲ便宜トスルト
キハ，其正品ヲ顕ハサズト雖モ，総計ヲ表記ヽン封印極テ明瞭ニシテ，且精緻
ナルヲ一封三判以上ヲ捺押アルベキ事
但正品ヲ顕セシ通貨ハ，当社ノ都合二因リ，金貨ヲ受取銀貨ヲ渡シ，或ハ
紙幣ヲ請取リ銀行札ヲ渡ス等ノ事アルベシ，勿論其当然ノ価格ヲ以テ請取
渡シ致スベキニ付，貸主損失無之卜雖トモ，必其当品二限ルヘキトキハ，
定式ノ金子運送賃へ二十分ーノ•増ヲ可申受事
1 通貨・物貨トモ，其封シ方及ヒ‘‘作リ方粗糖ニシテ，逓送中其危キヲ保セザ
ルモノハ，貸主ノ立会ヲ以テ之ヲ安全二認メ直スベシ，但其手数トシテ，其
品二寄リ相応ノ料ヲ受取ベキ事
1 御国法二於テ御禁制ノ物品ハ，勿論其物品卜察スベキ道理有之時ハ，直チ
二其御筋へ訴出可申事
1 火薬其外暴性燃気ノ品及濡汚ノ他物ヲ害スベキ品ハ，厳重其防禦ノ手当ヲ
ナシタル荷造ヲナシ，且送状或ハ荷作ノ表面へ其物品ノ名ヲ記シ，其趣ヲ当
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社へ報知可有之，モシ其報告無之ヨリ，不慮ノ損失ヲ生スルトキハ，之ヲ其
人二弁償セシムベキ事
1 陶器及硝子器類ノ破損易キ物ハ，必ス堅固二防クベキ手当ヲナシタル荷作
リアルベシ，若シ然ラザレハ別段注意スベキ破損物タル旨ヲ報告シ，幸便且
通常運賃幾割ノ増分アルベキ事
但其手当無ク又報告無キトキハ，破損致候トモ会社ハ之ヲ弁償致サヽ｝レ事
1 尺長嵩モノ箱物等別段ノ手数ヲ要スル物ハ，通定賃銭ノ壱割以上五割迄ノ
増賃可有之事
逓送済ノ荷物ヲ受取方工渡シ約束
1 通貨・物貨共之ヲ受取渡ノ節，其実品或ハ量目封印ヲ検査シ，送状等二照
シテ無異儀受取渡ヲナセシ後ハ，其物品二就テ云々ヲ生シ候トモ，会社二於
テハ必ズ之ヲ引受ケ論判不致事
1 証書引換渡約定ノ荷物ハ，到着ノ趣請取人工報知ノ日ヨリ五日ノ間二之ヲ
渡スベシ，若シ其期日ヲ過テ引取無之トキハ，六日目ョリ 荷物壱駄一日三鏑金子ハ百園迄一日三銭
ノ割合ヲ以，其預リ料可請取事
但本文ノ荷物ヲ，請取人ノ都合二因リ会社ヨリ配達スルトキハ，定式ノ配
達料ヲ可請取事
1 証書引換渡ノ約束ニアラザル物品ハ，其姓名ノ宿所二於テ，請取証書卜引
換ニシテ渡スヲ則トス，故二途中ハ勿論会社二於テモ，正シク且満足スベキ
二人以上ノ証人無ケレバ，決テ之ヲ渡スベカラズ，又先払賃ノ物品ハ，其賃
銭ヲ請取ラザレバ必ス之ヲ不渡事
1 物品配達ノトキ，受取人不在等ノ故ヲ以再三之ヲ配達スルトキハ，一度毎
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二定配達賃ノー倍ヲ可受取事
危険請負ノ限制
,:13 
1 危険請合料無ク，定式ノ運賃ノミヲ以テ弁償スベキ危難ハ，社中之者取扱
中宰領附添ノ者逓送配達粗漏無念ヨリ，故無ク紛失或ハ破隈及穎盗難二可限
事
1 故二荷物封中ノ物品ハ，差出シ目録或ハ送状二詳記シ，且其価附ハ記載ア
ルベシ，其品書無之分ハ，凡テ尋常ノ雑荷卜見倣シ，壱貫目二付金三円宛ノ
平均割ヲ以テ弁償可致事
1 金銀・珠玉ノ宝器類其他小封物ニシテ高価ノ品ハ，通貨同等運賃ヲ可請取
定二付，其品ノ代貨ヲ送状或ハ表包二記載アルベシ，若シ其記載無之，或ハ
他ノ雑荷ノ中へ封入イタシ有之トキハ，都テ雑荷ノ割合ヲ以テ，前条ノ如ク
壱貫目三円ヲ弁償可致事
1 万一差出目録送状，或ハ表包ノ記載其包中ノ物品卜相違アルヲ了知シ，或
ハ察知スルニ理アルトキハ，貨主或ハ他ノニ名以上立会ヲ以テ之ヲ発包シ，
検査スルノ条理アリトス，但シ相違無之トキハ，貨主ヨリ其費ヲ弁シ，且其
目録等ヲ改正スベキ事
1 危険請合料ヲ収メテ，其損失ヲ弁償スベキ危難ハ，逓送中河海・山谷二落
シ入レ之ヲ失ヒ，或ハ損ジ，人馬躍顕転倒ヨリ之ヲ破損シ，及ビ尋常失火ノ
為メ焼失セルニ可限事
1 右ノ損失七分以上全分ノ損失請合料ハ，元価五分以上一割半迄，三分以上
七分迄ノ損失ハ，元価ノ三分以上五分迄ノ請合料，其レヨリ以下ハ元価ノー
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分ヨリ三分以上五分迄ノ割合ヲ以テ逓送スベキ道路ノ長路・難易• 安危ヲ樹
量シ，協議約定致スベキ事
1 会社二於テ全ク請合ハザル危険損失ハ，天地非常ノ禍災・千文・騒擾ノ際
二遭遇シ，荷物防護ノ術ヲ失ヒ，或ハ兇徒ノ奪掠ヲ受ケ，或ハ強盗二劫奪サ
レ，総テ宰領及ビ護送ノ者カヲ尽シテ支へ能ハザル，且左ノ両款二有之事
1 逓送スベキ道筋ノ雪川支，或ハ強風雨及ビ橋梁道路ノ梗塞等ヨリ，発着ノ
期日遷延シ，為メニ生スル損耗ノ事
1 荷作リ粗漏ニシテ，其危キヲ保難キヨ］）之ヲ認メ直サン事ヲ報知スレト
モ，荷主之意トセザルカ，或ハ強テ逓送セシメヨリカ，或ハ破損シ易キモノ
ヲ防護ノ手当ヲ為サザルカ，或ハ之ヲ報知セス，会社モ之ヲ知ラザルヨリ破
隕シタル損失ノ事
1 天災非常及ヒ強盗等ノ匝難ヨリ雪川支・道路梗塞ノ掩滞迄，区戸長或ハ社
外ノ証拠人二名以上ノ証書ヲ以テ，実地ノ現状ヲ証セシムベキ事
1 前二記スル危険請合ヲ約スルモノハ，別二約定書ヲ差出スベシ，勿論危険
請合料ハ，必ズ此書卜引換へ請取可申事
1 危険請合ヲ約スル品モ，或ハ御国法ヲ犯セシモノカ，火薬其他ノ損害品ノ
無報告ナルハ，全ク約定廃物トナリ損アルモ償ハザルベシ，固ヨリ請合料モ
会社へ没入可致事
危難損失弁償ノ方法
1 危難損失弁償ノ法ハ，其請合タル物品ノ元価ヲ通用貨幣ヲ以テシ，決シテ
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其正物品ヲ以テセザル事
555 
1 弁償ノ金額五百円以下ノ少数ハ三十日以内，千金以下ハ五十日以内，是ヨ
リ以上ハ百日以内ヲ限リ，物貨請取渡両地ノ内二於テ可払事
1 破損・濡傷等ノ損失弁償ノトキ，会社ノ都合二因リテハ，其物品ヲ会社ニ
引取，元価ノ総金額ヲ払渡シ，或ハ広ク入札シテ其売代金卜元価ノ不足ヲ可
払事
1 損失弁償卜抵当金ハ，本社ノ資本十万円ノ金額ヲ以テス，然レトモ其正金
額ハ事業ノ運用二供スルヲ以テ，大金弁償ノ時二方リ，不都合無キヲ必ス可
カラズ故，所有ノ地券及不動産ノ証券金 万円ヲ駅逓寮二預ケ上ケ，万ー不
都合ヲ生ズ）レトキハ，之ヲ以テ弁償スベキヲ御同寮ノ保証ヲ得タル事
1 安全堅固ノ保証ヲ得タル弁償ノ金額右 万円二限ルヲ以テ，平常各地於テ
請合フ金額，一時合シテ此数二不可諭事
但各地最寄分ケ及ビ最寄ノ請合金額制限ハ，別紙最寄帳二記載ノ通リニ候
事
1 東京・大阪二於テ一時ノ請合右 万円ノ数ヲ諭ヘキ大数ノトキハ，直チニ
其請合元価ノ弁償抵当品，若シクハ正金ヲ駅逓寮へ差出シ， 其御保証ヲ可
得，又各地ノ分ハ前以其報知ヲ得，是亦同般手続ヲ為シ然ル後之ヲ受可申事
右ノ条件社中ノ協議ヲ以テ確定シ
駅逓頭ノ公認ヲ得候条，会社二列スル者ハ皆能ク之ヲ遵奉履行シテ，貨主ノ
各位ヲ待遇シ，互ノ安全ヲ保シ，他日ノ紛擾ヲ防クベキ旨最モ服贋可致也
明治六年十月
陸運元会社
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各地継立取扱申合規則
1 能ク私会稼業之本意ヲ守リ，公私旅客二対シ慇懃丁寧夜中風雨之節卜雖卜
モ，其継立方無差支常二用意可致事
1 馬子・人足ハ篤実正者之者ヲ仕役シ，継立之節並二途中二於テモ，荷物大
切二取扱，且旅客二対シ，聯力迷惑筋不相成様常二用意致事
但水運之場所ハ，水主・水夫モ同断用意可致事
1 別紙当継立所人馬之員数ハ，毎日無差支継立可申，定外之継立タリトモ精
々無差支様手配致シ，旅客之不都合不相成儀ヲ信実心掛可申事
但定数人馬ノ員数増減ノ節ハ，本社へ及協議可申事
1 人馬賃銭之儀ハ，時々諸物価二比例シ至当之高ヲ立，当駅戸長其他ノ承知
ヲ得テ相定メ，之ヲ継立所二掲示可致事
但本社ヨリ見廻之節，右掲示無之欺，或ハ掲示外之高賃銭請取候欺，右定
方不相当卜相見へ候節ハ，社法ヲ以テ譴責有之，或ハ其筋へ相訴相当之御
処分可有之事
1 継立所工高橡ヲ張リ，或ハ高床等ヲ設ケ，威権ケ間敷所行決シテ有之間敷
事~
1 近傍駅々兼テ申合セ置キ，若シー日ノ継立定約数二諭｝レ時ハ，三・四駅若
クハ五・六駅其都合ヲ以テ継通シ，差支ナク操合継立可致事
1 継立ハ着ノ順叙ヲ相逐候二付，公私ノ差別ヲ以テ，前後操替候儀ハ難致筈
二候得共，至急御用ノ儀ハ格別ノ理二付，其時宜ニヨリ先着ノ方へ其次第柄
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精々懇談，適宜ノ取計可致事
557 
1 本社定約ノ人馬ハ，総テ鑑札ヲ渡シ置，平常ノ取締且不時ノ災難等ヲモ相
救候方法ヲ立，且継立途中二於テ不束ノ儀有之趣，旅客ヨリ申入有之候ハ
ヽ，誰何ヲ不論其事柄ヲ会社二引受ケ，其旅客貸主之迷惑不相成様取扱可致
事
但取扱タル後，或ハ取扱中其人馬本籍ノ出張所・分社・取扱所へ其旨相達 ＼ 
シ，費用ヲ為差出，或ハ損失ヲ為償可申事
1 臨時相雇候人馬ハ，臨時鑑札相渡シ，其継立中二限リ，前同断ノ取扱可致
事
1 定約ノ人馬及臨時ヲ論セス当社ノ鑑札所持ノ人馬，継立途中足痛其他ノ変
事有之時ハ，互二代リヲ出シテ，旅客ノ差支無之様継立可致事
但賃銭勘定ハ後レテ請払可致事
1 定約ノ人馬ヨリ右鑑札製作料トシテ，其実価二応シ至当ノ料ヲ取立ヘシ，
尤其製作料一箇二付金弐銭ヲ不過事
但年々第二月中書改可致事
1 他ノ人馬ヲ束縛シ，其継越ヲ妨ケ候儀ハ勿論，本社定約ノ人馬卜雖トモ，
決シテ其自由ヲ不妨様精々注意可致，然レトモ定約人馬数ノ順番二相当リ候
者ハ，屹度其約ヲ履マシメ可申事
1 定約人馬臨時雇二不拘，其人馬賃銭ノ内ヨ 1)'聯タリトモ捌銭・ロ銭等請
取申間敷，且継立手数料卜雖トモ，限額外ノ金銭ハ一切受取ヘカラサル事
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1 人馬差シ賄方等ノ人馬ヲ押付ケ取扱，或ハ下捌銭取立候様ノ悪弊ハ，屹度
無之様可致事
1 当社定約ノ馬子・人足等鑑札相渡候上ハ，其本籍・住所・姓名ヲ詳記シ，
相当ノ身元引請人相立置可申事
但臨時雇ノ分タリトモ，其住所・姓名等ヲ承リ可申事
1 小雨悪路ヲ名トシ，猥二増銭ヲ乞ヒ，旅人ノ迷惑不相成様，兼々人馬ノ者
ヘ厚ク説諭致シ置キ，自然右様ノ聞へ有之二於テハ，厳重督責致シ，其次第
ニヨリテハ其筋へ申立テ，向後ノ締相立候様注意可致事
1 荷主ノ好二依テ，差急カサル品物及ヒ雑穀荒荷ノ類，幸便ヲ以テ継送リ不
苦向ハ，一層低下ノ賃金ヲ以テ継立可致事
但幸便継立ハ，成丈継通シヲ専務トスベキ事
1 駄賃為換及ヒ其荷品二属スル立替金等有之トキハ，何レノ地ニテモ立替漸
次之ヲ受取）レヘシ，尤其立替金利ハ，其地至当ノ額ヲ定メ受取ヘキ事
1 ー 駅一村継送リ及ヒ継通シト雖トモ，荷主宰領附添ナク引請ノ逓送ハ，其
難事弁償ノ制限荷主卜堅ク約定ノ上取扱可致事
但引受約束ノ逓送ハ，定例手数料ノ外，壱駄以下壱駄迄一継壱銭ツヽ申
受，沿道継替致候社中へ必送リ状相添可申候，尤庭敷料ハ別段不申受事
1 ー 駅一村継卜雖トモ，引受逓送物ハ抜荷紛失ノ難事ハ，其地二於ル取扱者
ノ責タルヲ則トス，故二其荷物損耗ノ有無ヲ正シ，貫目ヲ改メ取渡等別而念
入，社中卜雖トモ互二請取書ヲ取置可申事
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ー
ー
抜荷紛失以上ノ危難，常二請合向ハ区分規則及ヒ取扱規則二照シ，元社へ
約定相立候上ニテ取扱，私二危難請合之約束ハ決テ致間敷事
但元社定式ノ便二托スル物貨ハ別段之事
品名・代価送リ状面二記載無之荷物ハ，弁償之節凡テ荒荷ノ例二徴ヒ取扱
可致事
ー
出張所・分社・取扱所トモ，左ノ雛形通リ之印章ヲ製シ，往復文書並二荷
物送リ状等へ相用，且取扱者ノ実印ヲモ必添テ可押事
七分
?
同
名内國
國
通
出運地
張會
所社名
寸
?
??
??????
??
同
1名内國
國
通
取運地
扱會
所社名
?
ー
社中水陸伝送物自然繁昌ノ見込ヲ以，元社二於テ運送切手発行，各社中二
テ売捌之ヲ求メテ通行スル運輸物ハ，定例手数料ノ内十分ノ三三旦二付ヲ相減
シ伝送可致，尤社中名ノ荷物卜雖モ此切手相添無之分ハ，決テ相減不申事
但シ切手売捌手数料十分ノニヲ引去リ，余ハ元社へ相収メ可申事
ー
当会社ヨリ発起真誠講卜称スル定休泊所，全国各地エ相設旅客ノ安全ヲ保
護シ，随テ定宿継立所トモ自然繁昌スヘキ目途ヲ以，旅行案内切手ヲモ発行
致シ候二付テハ，右ノ切手ヲ求メテ通行致シ候モノハ，人力車・駕籠・乗馬
等是又定メ手数料ノ内十分ノ三ヲ減シ，且平常其休泊所卜申合セ精々懇切二
伝送可致事
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但シ詳細ノ趣意ハ真誠講申合規則工就テ熟承可致事
右ハ今般協議ノ上確定候二付テハ，向後屹度遵守可致，依テ自書姓名実印ヲ
証シ候処如件
明治7年
公私諸荷物継立規則
陸運元会社総代
何某印
何県管下
何大区何小区
何国何郡何胄
分社
取扱所
何某印
1 当会社ノ儀，今般各道二於テ公私ノ継立方御允許相蒙候二付，何レノ御方
二不限，継立人馬御入用ノ節御申入有之候時ハ，左ノ規則ヲ以取扱可仕候事
逓送物割合並二里程附及ヒ賃銭定額
1 当駅ヨリ何駅マテ里程何里何町
1 同継越シ何駅マテ右同断
但各地之定額ハ，其地之実況ヲ以テ相定，継立所へ掲示可仕事
1 人足物量目七貫目迄 壱人分
但七貫目以下ノ軽荷ハ勿論案内状タリトモ是ヲ壱人分卜定メ，七貫目以上
ハ七百目迄毎二賃銭高ノー割宛割増申受候事
1 人乗車通常歩行人夫賃 壱人五分ヨリ弐人分マテ
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手荷物壱貫目迄
561 
但其額ハ各地之実況二随ヒ相定，其地之継立所へ掲示可仕，且歩行ハ其時
々相対ヲ以御取極可仕事
1 宿駕籠
1 垂駕籠
1 切棒駕籠
1 長棒駕籠
弐人五分
三人分
四人分
五人分
1 馬荷物一駄四十貫目迄
但手荷物壱貫目迄
同 弐貫目迄
同 三貫目迄
同 四貫目迄
但以上増貫目ハ四貫目迄毎二壱割増賃銭之割合ヲ以テ申受候得共，其重量
馬壱疋ノカ度二難及過貫目ノ分ハ人足二換，人足賃ヲ申受，尚重量ノ分ハ
馬弐匹二仕訳，則弐匹分賃銭可申受事
1 荷物之重量人馬共其定度二過貫目卜見請候節ハ，何地二於テモ貫数改メ過
量ノ分ハ，前条ノ割合二随ヒ相当ノ増賃可申受事
但貫目掛改之節定度之量目二候ハヽ，手数料ハ不申受候得共，若シ過貫目
有之侯時ハ相当ノ手数料可申受事
1 雪雨ノ時ハ其模様二随ヒ，賃銭高ノー割不少五割不多割増申受候事
1 北国筋雪中ハ深浅ニヨリ，右同断ー割不少五割不多割申受候，尤馬足難相
立時ハ人足二換，人足賃及割増ヲモ同様申受候事
但非常ノ深雪ハ別段二侯事
1 人馬トモ橋銭渡船賃共，其傭主ヨ 1J御払可被成事
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1 継立方ノ儀ハ着ノ順叙ヲ逐候二付，公私ノ差別ヲ以前後操替候儀ハ難仕事
但急御用ノ儀ハ格別二付前後操替継立候儀モ可有之事
1 早追或ハ昼夜兼行急場ノ継立，其他多分ノ継立向ハ，前以案内状御差越可
被成，右案内状無之分ハ，無余儀遅滞之場合モ可有之候二付御勘弁有之度事
但右案内状幸便継送リ方本道ノ分ハ賃銭不申受候トモ，三府内或ハ脇道へ
継立持込候分，人足壱人分ノ賃銭可申受，尤通常本道無賃銭ノ分モ可成遅
延無之様幸便ヲ以継送1J可申候得共，無拠遅緩相成候節モ可有之二付，其
時二当リ御厳責無之様予テ御断仕置候事
1 案内状ノ儀，其差出方ノ貫籍若クハ官名並姓名等詳細，且真実二記載無之
不分明ノ分ハ継立不致事
1 案内状面ノ人馬不用流二相成候節ハ，本途賃銭ノ半高可受候，万一案内状
ノミ差出シ置，其御本人通行無之，又相当ノ賃銭払方モ無之，ニケ月ヲ過テ
音信無之分ハ，其本籍ノ御管庁エ上訴可仕事
1 早追ハ定賃銭ノ七割五分，但酉ノ上刻ヨリ寅ノ下刻迄十二時ノ間ハ，壱倍
五割ノ割増申受候事
1 通常人馬夜継ノ分ハ，右同断酉ノ上刻ヨリ寅ノ下刻迄十二時間ハ五割ノ割
増申受候事
但途中二於テ夜行二相成候時ハ，右割合至当ノ増方申受候事
1 御傭主ノ都合並二会社ノ都合ニョリ，前後ニ・三駅ヲ継越シ可申候，尤賃
銭ハ其駅々当然ノ割合ヲ以可申受事
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ー
人足ノ強壮ニョリニ人或ハ三人払ノ荷物ヲモ，壱人ニテ運送致シ候儀モ可
有之事
ー
会社ノ都合其時ノ模様ニヨリ，駄荷ヲ車カニ換候儀モ可有之，尤賃銭ハ駄
荷ノ定ヲ受取申事
但山川瞼路等車力難相用場処ニテ馬遣払候節ハ相当ノ人足賃申受継立可致
事
ー
社中ノ人馬ハ，凡テ左ノ雛形ノ通リ鑑札相渡置候二付，万一御傭主へ対シ
不束ノ儀有之候時ハ，何駅二限ラス其地ノ会社へ御申入可被成，屹度取礼御
迷惑不相成様可仕事
但途中二於テ，無鑑札ノ人馬卜換荷不相成旨堅ク申付置候得共，尚御傭主
ニモ屹度御制可被下，若シ御傭主ノ勝手ヲ以テ，無鑑札ノ人馬卜換荷被差
許候上ハ，何様ノ儀出来候共於社中ハ関係不仕事
印鑑雛形
表 裏
゜
?
号 番
筵
????
??
???? ??
?????????? ?
ー
当社中二於テハ，人馬稼賃銭ノ内ヨリロ銭捌銭等一切受取不申候間，人馬
賃銭ノ外其高ノー割不少二割不多手数料ヲ，別段会社へ御払可被下事
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但手数料ノ高ハ，各地ノ実況二随ヒ，兼テ取定継立所へ張出置可申事
1 継立荷物当会社ヘ一泊致シ候分ハ，壱駄以下壱駄迄，壱銭ツヽ庭敷料申受
候事 ・
但危険請負有之候分ハ，此限二無之侯事
1 当会社ニテ定約相立引受逓送荷物之外，通例人馬継立之分ハ，危難弁償ノ
受合ハ不仕事
1 各地二於テ社中定約人馬ノ数ヲ遣ヒ切，他ノ人馬ヲ相雇継立方取扱候時ノ
賃銭ハ，定例ノ限外ニシテ，多少トモ其時々相当二取極可申事
但定約之人馬ハ，其員数ヲ継立所二掲示可致事
1 致着ノ順序前後ヲ不論，時間ヲ不措牛馬車夫等ノ有合二任セテ，逓送方不
差急雑荷荒荷物等ノ継立ハ，其賃高ヲ不定卜雖トモ，定額之賃銭ヨリ精々低
価二致シ，土地ノ適宜二取扱可致事
但当会社ニテ継送荷物引受逓送ノ儀ハ，取扱規則及ヒ申合規則二照シ，夫
々約定可致事
1 公私旅行御荷物及ヒ其他ノ荷物共，人馬継立当社中へ御依頼有之向ハ，各
地出張所・分社・取扱所及ヒ定宿等二於テモ，厚ク御世話可申上候，則此証
トシテ当会社運送切手発行致シ，各地社中二分配致置候二付，御買求可被下
事
但本文切手御所持ノ御方ハ，人馬継立手数料ノ儀ハ，何レノ社中卜雖トモ
十分ノ三ヲ相減シ御継立可申上事
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切手雛形
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定人馬
何里以内 運 送 切 手 金何銭
舟車 価
差 立 地 名 何国 荷主
荷物何駄 ・何" 主 姓 名 何地 何 ノ 誰
下 二 記 ス 発出
到 着 地 名 何国
人足物何人 届 先 姓 名 何地 何 ノ 誰
下 二 記 ス 行
1 此切手ヲ以テ通行致候向，及ヒ其運送荷物送リ状二此切手ヲ相添有之分＾， 当社中二於テ人馬舟車ノ取扱ヒ，定
例手数料ノ内三割ヲ相減可申事
1 社中ノ名ヲ表ッテ運送ス，，，荷物卜雖トモ，此切手所持無之分及右表面ノ数二諭，，，分＾，相減ツ不申事
但ツ荷数及上定価ノ文字削リ張有之分＾不可用事
1 各沿道社中二於テ此切手有之荷物ヲ伝送ス'"トキハ，此誕面二刻ス，，，罫角中へ何雄伝送済ノ小印ヲ記ッ， 到着雄
へ継込候社中二於テ必ス此切手ヲ受取，表面誕トモ1Zlノ如ク之ヲ消ツ再用スヘカラ'!I",,事
年月日
何爵ヨリ何地マテ
固社衆中
伝送済地名ノ小印順左二記スヘシ
内国通運会社 口
発出蛾名社中恒蚕匝I
l~I 
前書之通官准ヲ得テ取極申候事
年月日
通運会社
右之通リ各地継立規則相撰候間，不都合之儀モ無之候ハヽ ・御准允被成下
度，此段奉願候也
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内国通運会社之中天災非常難事之節共
救及約定人馬救助貸附金方法協議書
1 元社ハ各地と異なり全国中を総轄する者なれハ，追て広大なる建築せざる
を得ず，且都郡の別あり，自から各地一般とハ別格の権ありとす，故に之を
等外とし納収救与とも第一等に倍するの額を以，臀ヘハ左の第一等へ加入同
盟する者の内，若し天災非常の難に罹り候時ハ，金壱円を救与し，又第二等
の者ヘハ金八拾銭と以下等級相当の一倍を准とし出金すべし，故に元社に難
事ある時ハ，約束同盟の人よりも各自等級之額に一倍して出金するものとす
但天災非常の難事とハ，火水風震等の大難に罹り，家屋顛覆及焼滅流失等
に限るべし，然れとも其難中救ふべきに，理あると無きとの等差区別ハ追
て広告すべし
1 各地出張所・分社・取扱所・真誠講休泊所等，各家屋の広狭に応じ，左の
概則を的準とし，其等級を定むべし
出金制限左の通り
1 ー 等同盟ハ 金五拾銭
但家屋倉庫合て八拾坪以上の者を差て云ふ
1 二等同盟ハ 金四拾銭
但右同断六拾坪以上八拾坪まて
1 三等同盟ハ 金三拾銭
但右同断五拾坪以上六拾坪まて
1 四等同盟ハ 金二拾銭
但右同断四拾坪以上五拾坪まて
1 五等同盟ハ 金十銭
但右同断三拾坪以上四拾坪まて
1 六等同盟ハ 金五銭
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但右同断弐拾坪以上三拾坪まて
567 
右ハ営業繁閑により阻酌も可有之候得とも，大凡其目的を以定むべし
1 東京ハ常に非常の多きを以，当分ハ元社・出張所合て三ケ所の外ハ，仮令
正副頭取と雖とも一切加入を許さず，又各地とも出張所・分社・取扱所の内
壱ケ所，及ひ真誠講定休泊所定制限の外加入せしめざる事
但し其数制限に過る時ハ， 各組合其地丈の内訳を以するハ妨なしと雖と
も，制限以上に諭るを許さず
1 同盟の者より同盟の者を救与するにハ，璧ヘハ第一等の人に難ある時ハ，
同等よりハ金五十銭を出すべしと雖とも，二等以下の同盟人ハ，吾か定額以
上の出金する事なし，故に弐等以下の人に難ある時ハ，ー等の人よりしても
其本人の定額を以出金す，ー等の人ハ五拾銭の約束すると雖とも，四十銭の約
ある人にハ四十銭を出し，三拾銭の人ヘハ三拾銭を出し，以下之に準す
則左に
ー等工 五十銭 I ー等工 三十銭
二等工 四十銭 I  二等工 三十銭
等ーョリ 三等工 三十銭 三等ヨリ 三等工 三十銭
四等工 二十銭，＇ 
四等工 二十銭
五等工 十銭 五等工 iI 十 熔
六等工 五銭 六等エ！五 銭
二ー等等 工 I 四四十十銭 ， ！ー等工 二十銭I i 二等工 二十銭
二等ョリ 三等工 三十銭 ： 四等ヨリ 三等工 二十銭
四等工 二十銭
I 五四等等エ工 l 二十十銭
五等工 十銭
六等工 五 銭 I 六等工 五銭
' 
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ー等工 I+ ー等工 五 銭
二等エ Ii  + 
二等工 五 銭
五等ヨリ 三 工 十 六等ヨリ 三等工 五 銭
四等工 十 四等工 五 銭
五等工 十 五等工 五 銭
六等工 五 六等工 五 銭
右出金割合の表面を概すれハ，臀ハ全国中同盟三千ケ所あり，ーケ所平均三
名の見込を以てすれハ，即ち九千人となる故に，第六等の額にても，衆力を
併せて共救互助の出金するときとハ四百五十円を得るの趣意にて，他ハ等級
の進むに随ひ，之より幾分を増すとも四百六十円より減少するとこなし
1 天災非常の難に当るもの，多くハ一時金融に差支困難勘からず，又全国同
盟人より集るを待たハ幾月を過き危救の用に供し難し，然らハ其資本の備へ
なかるへからす，故に此共救方法に同盟するものは，等級相当の十倍を一時
元社に出金すべし，元社に於てハ此金を三分とし，資本に積置くべし
但此内訳第一分ハ，各地同盟人の内非常の天災に罹り家屋焼滅及流失顛覆
等の云々を報知すれハ，其顛末を審礼し，之を救ふに理ある者ヘハ，救与
すべき惣額の半を送致し， 余は全国より皆金集るを待て救与する等に備
ヘ， 0第二分ハ定約人馬貸附救助等の予備金に備へ， 0第三分ハ元社より
内国各地へ及ぽす差配役員の月給及ひ諸入費等に見込，余金あらば国立銀
行へ預け置，利子を増殖し，尚同盟社中永続の法を起し，相償の基ひに備
べし
1 此規則申合巡回済の上，同盟約束人の等級を区分し，発行期限と同盟規則
等を決定し，之を各地一般に播布すべし
但資本金ハ，発行期月の報知を得れハ速に元社へ送致すべし，若し後る>
分ハ其金を返附し，除盟の取計ひとす
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1 同盟人の内難事あり，之を救与するに理あるときハ，一帳簿の始めへ其難
事を詳細に記載し，元社より月々郵便御用往復の者へ托し，其請取金を為取
扱候筈には，各自救与すへき金高と地名・姓名をも記載し，且実印を捺押可
有之事
1 救与を受るものハ，社中への報恩として，其救与高十分の一を元社へ納
め，三分の資本へ増加すべき事
但難事の顛末と，救与の金高を七日の間新聞紙へ掲載し，各地一般へ広く
謝すべし，尤も元社よりも銘々礼書の世話すへき事
附言
右条件ハ今般元社巡回の者より協議し，其大略を示す者なれハ，同盟せんと
志す人よりの異見良説を聞，元社へ送致すぺし，元社においてハ各地の景況
を採択計議し，能々其的準を得るを待て，更に規則を確定する者と了知ある
べし，最も約定人馬貸附金，及ひ非常の難事救ふに理あると無きとの区画制
限，及ひ元社費用其他の方法整粛ならざれハ実際に施行し，故に元社に於て
も其確則を示さず，各地の異見に譲る
前書協議の条件格別の異論無之に於てハ，巡回の者帰京の上，速に発行の手筈
に可及候条熟承，同盟の者ハ何級加入の証として，国所自書姓名実印を捺押有
之有候也
明治七年十月
真誠講申合書
当会社より発起真誠講名の旅亭内国各
地へ設置同盟経社の所以を左に掲＜
1 当会社は物貨通運を以本業といたし，各地へ出張所・分社・取扱所を置，
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定式往復の荷物は多く之に拠り休泊するを通例といたし侯へとも，其地の都
合運送等の模様により，差支えなきを必すへからす，殊に内国本・枝両道社
中に列するもの少からざれば，通常旅行も多く自から往復の繁々たるゆへ，
其休泊は出張所・分社・取扱所に限るべからず，是一つの講名を起し，其規
則を立，定休泊処を各地に設ける所以なり，加るに今度公私の継立をも御許
允相蒙り侯得ば，百般運輸の自由を開き，東西行旅は老若婦人の独りにても
百里の行路憂を知らず，長途安んじて来往し，彼我相併せて其安全を計る
も，また当会社の事業に関し侯へば，各道市町駅村有志の旅亭を撰み，其
地の出張所・分社・取扱所と倶によく申合，公私旅行の人々往来に苦を忘れ
其憂を知らざる様いたし度，此休泊所に当たるものを称して真誠講と名号
し，内国広く推し及すを以，元社より新に旅行切手を発行し，各地へ分配い
たし置，四方君子の求に応し，僅の講収料を得てさし出し，旅人これを以て
発途する時は，沿道皆右の講名を表する旅店に訪ひ，自然之に帰し之に拠る
の都合を以発起いたし候ものに候得ば，各々能＜勉強し，漸次社中毎客へ伝
ひて，同盟の家に誘ひ，此切手を所持する者懇に取扱ふを旨とせば，元社よ
り屡々四方に弘告するを以，不日にして講名社中の賑ひ前日に倍し，日に増
し其業の栄ん事必せり，是また他人の便利をして自分の益を得，声無くして
人を招の策に就て，其方法を編み，自他両全の成功を遂んと欲し，各道各地
ヘ巡回し，申合の整ひ次第に之を発し，猶また旅行切手の外全国一般に通ず
る旅中独り案内記を上梓し，是には講名逸々詳に記し載せ，四方の諸君をし
て行旅来往の易き其自由を得せしめんと，古き定宿等の因縁を問わず，更に
真誠有志の旅亭を撰み，左の条件を約し同盟結社するもの也
真誠購申合書
1 此真誠講名定休泊処発起の意は，序文に挙る如く， 内国行旅の諸君をし
て，其安寧無事を祈り，往来仕安きに至らば，自然各社中の繁栄疑べからず
と，彼我両全を計りて創立するものに付，当会社に列する者は皆能＜之を遵
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守，別て人馬継立所・定休泊所等担任のものは，厚注意し，来臨の旅客へ対
し，只管慇懃丁寧を尽し，仮初にも不愛相の行ひあるべからざるハ勿論，左
の条件に就て百事憩に取扱ひ，各本業に怠るべからざる事
1 今般発起相成候真誠講へ，更に同盟仕候に就てハ，休泊の御客様方大切に
御取扱可申上ハ勿論，来着発途のときハ当家夫妻の内之を迎ひ之を送り，講
名に必す適し候様，精々心懸け営業向屹度勉強可仕事
1 給仕の女中共御客様へ対し，猥りが間敷儀ハ勿論柳粗略の処為無之様，常
々堅く相示し可申事
但し御本人の望を乞ハざる酒肴又ハ娼妓等を勧め候儀ハ尚更堅く可制置事
1 茶菓子等其分量に諭たるを差出し，之か為宿費相嵩ミ，却て迷惑致候よ
り，再ひ之に休泊を忌候等の人情も有之に付，能々其辺相心得，御本人の実
際を掛酌し，不相当の仕向決して致すましく事
1 膳部・夜具等の粗末無様可致ハ，尤本業常の心懸にも有之，且沐浴場及ひ
厠等の掃除向ハ別て繁々為行届不潔無之様致し置へき事
1 雨天の節ハ，相当の料を預り雨具等等御用立申上，晴天に相成候ときハ，
通り懸りの社中にて右の料を戻し，其雨具を請取り，引替便利の方法筋々申
合致事
但し預り料其他の額ハ，組合駅村申合適宜相定事
1 沿道社中最寄五・六ケ駅，若しくハ十ケ駅程つゞ適宜に一組を設け，仮令
ハ東海道品川より小田原迄の駅々，及ひ其最寄枝道社中も合して一組とし，
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此中より肝煎一人を撰ミ，沿道相合して常に能申合区々に成らざる様相心
得，前文に等しき旅行の便利及ひ社中繁栄を招く等，自然の良法を案する時
ハ，組々篤と協議決定の上，元社へ通知する時ハ，之を新聞紙に公告し，或
ハ其事柄により内国一般の施行可致事
1 組合同盟のもの若し本業に怠り，或ハ社中申合せ規則に触れ，或ハ本人の
不行状より家事を乱し，旅客の取扱向に就き粗漏の風聞あれは，肝煎より再
三之を譴責し，若し改心せさるときハ，組合ー同合議の上之を元社に通じ，
脱社除名は勿論新聞紙にて公告可致事
1 商業上の交際ハ，現在活計を立る義務条理において情実不可欠ものに付，
最寄組合中ハ別して厚く相親ミ，休泊の旅客を此地より彼地に誘引，彼地よ
り此地に伝へ，社中手送同様屹度心懸睦合ひ可申事
1 行旅安全を計るハ，継立所及ひ休泊所担当人の注意の有無によるものなれ
ハ，双方予て善く同盟し，馬・駕籠・人力車等旅客より入用のときハ，此継
立所に求るを定例とし，身元不知の者ハ勿論，無鑑札の人馬車夫等猥りに旅
客へ近付，或ハ継立所を他物と見倣し私に相対すへからす，最も往来繁昌の
地ハ，継立所より本人或ハ正敷名代人，昼ハ其休所へ出向，夜ハ定宿に見廻
り，旅客へ人馬・駕籠・車等入用の有無を伺ひ，平日社中に属する鑑札所持
の人夫を差出し，是又社中手送同様心懸，途中の憂無之様双方申合置へき事
1 旅行案内切手持参の方ハ，仮令通行一逼の人と雖も，定例休泊の御方と見
成し，又旅行不馴の方及ひ老若の男女ハ別て能心付，百事懇に御取扱可申上
候，且着席定り候上ハ，大切の品及翌朝発途まて不用の品々ハ，封印の上御
預り可申上段，必相伺可申上事
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1 右御預り品ハ，錠前締り向厳重の箇所を補理し，堅固に蔵守可致候，万一
無故紛失致候ときハ，屹度其責に当るへき事
但し失火のときハ必持退，是又紛失せざる様屹度心付可申事
1 旅籠料ハ，物価の高低に随ひ折々変更致し候へとも，最寄組合申合適当に
相定舗前へ張出し可申事
上中下三等に分つときハ，上ハー間一組とし，中ハ大凡畳三枚を以一人分
に当て，下ハ入込とし適宜に定むべし，最も下等ハー汁一菜香のもの，朝
ハー品を除くか一汁を除くか，飯ハ一人毎の鉢入にするか，又ハ各自手盛
とし，或ハテーフルを以て，入込飯場の仕法を設け，給仕の手数を省き軽
便を旨とし，成丈其料を低下にすべし，且上中下とも可成ハー間毎に錠前
堅固にし，別種鍵付の戸棚を製造し，旅人所有の品物紛失の憂なき様安堵
なさしむるも，又社中繁昌の基なれハ，各其心懸あるべし
1 切手ハ各地継立所及真誠講にて取次可申，尤之を乞ひ求る者ハ，其本籍・
国・郡・住所及姓名・年齢も伺ひ，其他式の如く記し，手元へも簿記して差
出可申事
但し切手取次の手数料ハ，講収料の内二割と定，余ハ元社へ相納め可申事
1 案内切手を所持して休泊継立致候ときハ，切手表面の国・所・姓名等無洩
可記置事
但し往地の道筋其方角を違ひ，或ハ到直地の余分に過き，或ハ本人の年齢
其切手表に適せず，或ハ発出地社中に於て記したる年月日不相当の向，及
ひ一度通行済の切手ハ，決て相用ひず平常の旅客と見倣し可取扱事
旅行案内切手講収料の額
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里程大凡
旅行一人
駕籠人カトモ
廿五里以内
銭
五十里以内 百里：以内
銭 四銭
百里以上
五銭
1 右切手の講収料ハ，元社より発起内国各地へ推し及し之を拡張し，且つ年
々巡回又ハ弘告等の諸入費及一般之を惣轄の世話料等に見込候ものに付，一
両年を相試み，若し又元社の入費不足するときハ，社中の協議を以之を補相
すべき事
1 此真誠講の儀ハ，来往旅行の諸人を安全に保護し，且此社中に同盟する休
泊所又継立所の繁昌を祈る為に発起致し候ものに付，元社へ対して休泊所ヨ継立所ヨ
リハ継立所ヲリハ休泊所ヲ 引請証人に相立，互に相親睦し勉めて往来の便を計り，吾か益
を得彼我両全の方法を着目致すへき事
但し此真誠講休泊所其地に設る数限ハ，三府ハ別段とし，大の地ハ三軒以
上五軒まて，中の地ハニ軒より三軒まて，小の地ハー軒又ハ其都合により
二軒を置も妨なし，大凡其数限を定む
1 旅行切手の雛形及看板製造方，且旅客取扱振等ハ切手表面の通屹度相心得
可申事
但し看板寸法ハ曲尺縦三尺横九寸とし，印しハ赤地に白文，其他の文字黒
塗に仕揚，組々申合せ其鉢裁を一定し，区々無之様製造し，元社の検印を可
請，又案内切手取次看板ハ，其傍に掲表すへき事
1 内国通運会社旅行案内切手雛形左の通り
310 
明治初年の陸運における共同企業（津Il)
内国通運会社旅行案内切手
575 
下部一＿河里以内通行請収何銭
EE愛内国通運会社
g迅誠請斎EE請元畦和佐々木荘助
上部―ー各地定宿看扱目印
:i 御旅
行次駕
一第寵 人
品池 ス本人
ヌ、
ー
右の御方此切手御所望に因て差出候条，予て申合置候，左の条件に就て御
取扱被成事
ー
此切手を以通行の御方ハ，何れの地に限らす，右講名を表する休泊所へ御
光臨被下候得ハ，其地定め休泊料の内，御一人分信fi/曇を減し，且人力車
．駕籠等御入用のせつハ，其地社中継立所定例手数料をも三割方を相減し，
甲の農顔ょり乙の悶斎覇まて，社中同志の者手送同様御伝送申上，老幼
婦人方ハ別て厚く心付，百事懇に御世話可申上事
但し此切手ハ農斎麿へ到着次第御披露可被下候事
ー
此切手所持の御方ハ，仮令御一人にても，又ハ深夜に御着何様込合侯とも
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差操御宿可仕，最も座席広狭善悪ハ御勘弁可被下事
1 御本人若し御病気等にて御滞在のときハ，直に郵便を以て其御本地へ御報
知申上，凡て御不自由無之様御介抱可申上候事
1 此切手所持の御方若し途中において事故有之ときハ，前後駅の社中へ御報
知有之ハ，直に立合屹度御世話可仕事
1 御泊の節，御大切の品及ひ御発途まて不用の品々御封印の上ハ，必す堅固
に御預り可申上事
但し御預の手順ハ，合符番号札を以，必す御泊間にて取渡し可申事
1 御出立後御遺失の品等直に心附候ときハ，即時態人を以御達し申上へく，
自然御見上不申ときハ，十日の間相預り置候筈に付，途中より郵便を以御報
知有之ハ，御差図の地まて相送り，凡て此切手表御姓名を証として御渡し可
申上候，若又御来信無之ときハ，元社の定便を以貫籍の御本地へ御送り可申
上事
旅行する方の御心得
1 人力車・駕籠人夫等ハ，有籍実直の者を相撰ミ，其地の社中継立所より
FRI図の如き印鑑相渡置候間，途中に於て無鑑札の者より何様代り合相願
侯とも，決て御許し被下間敷事
但し鑑札を渡置候人夫に限り，酒代等申乞候儀ハ堅く相制し置，且甲駅よ
り乙駅の農斎闊まて全里程を必御伝へ申上候事
1 御旅行の都合により，若し間の村及駅外路傍にて御相対を以人力車・駕籠
等御雇被成候ときハ，其到着駅内悶晶扉まて御約定可被遊候， 右ハ相対人
馬の習風として，甲の駅外より乙の駅外に卸し，又駅内に相運候とも，自分
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の好に任せ，丁数近間の休泊所へ誘引ひ込み，讐ハー里半の里程ハー里にし
て之を済し表に賃銭の額を下け，其実丁間を掠むるハ常に相対する者の弊習
にして，旅行不馴の人ハ夫是の欺きを受くる等，往々不寡必其御心得有之，
相対の人夫等何様誘引候とも，御採用無之，切手表の休泊所或ハ継立所に御
越し被下侯ハヽ何等不当の儀申候とも屹度御取扱可申上事
1 此切手ハ発出の地より到着の地まて，大凡の道程を以て其額を定め候もの
に付，切手表の里程及復のときハ，改て其地の社中或ハ定休泊所にて御求可
被下事
但し通行済の切手ハ，到着地の社中へ御投可被下，尤も御通行中御本人の
都合により其駅村知縁の方へ御休泊被成候儀ハ御随意の事
年月日
内国通運会社固
発地切手取次所
各地
同社 継立所休泊所 衆中
裏面雛形
何月何日何地休泊通行の小印左の罫角中へ順に之を記し到着地の社中へ此
切手を止め置き再用すへからさる事
??
?
?
?
??
????
???
?
??
??
?
?????ー ー
???
←?
????
ー
?
????
?
????
匪
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右申合書之件々正に熟承致し同盟候処如件
明治 7年
おわりに
発起
講元
はじめに一言したように，後半の陸運元会社に関しては，主として「定則
書」， 「定款」によって，制度史的側面の一部をかいまみたにすぎず， その全
貌を明らかにすることができなかった。とくに陸運元会社が，明治政府の鉄道
敷設，郵便事業を開始し，他方において，企業育成をはかる政策をおしす>め
たなかで果した役割，その機能を如何に発揮したかを評価することは，今後に
残された大きな課題である。しかもそのことは，ひとり陸運元会社一ー内国通
運会社の内部のみによって明らかになしうることではなく，各地の分社，取
扱所はもちろん，他の運輸・交通機関ならびに利用者側にある問題と関連せし
めこれをとらえなければならない。それについて，一層の御教示を諸賢にお願
いする次第である。
後記 本稿は昭和40年度文部省科学研究費（総合研究）代表者—矢口孝次郎
「共同企業発展過程の比較史的研究」による研究成果の一部である。
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